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日本の安全保障をめぐる圏内問題

高 木 誠＊

序国防・外交問題と世論

デモグラVーが「世論に拠る政治」であり，国防外交政策が政治体制に

とって死活の問題であるとすれば，民衆が一国の安全保障に強い関心を示

すのは当然と恩われる。しかし，果してそれが実情であろうか9 一般に

世論調査の結果を見ても，いわゆる「D・K・グループ」が25パーセント

以下となるのは稀である。そして，この状況は国防・外交問題についても

変らないのみか，かえって悪化する。社会が大規模に組織化され，情報が

豊富になることにより，民衆は身近な関心には敏感に反応するが，むしろ

各自の自主的判断は困難となる。特に菌防・外交に関する問題には，諾否

で容易に割切れぬ復雑さとともに一種の遠隔感を伴うから，如何に指導者

自側で啓蒙に努めても，例えば「安保は重い」という慨歎が見られる。こ

こに世論の主体として予定される公衆とは危機を除いては一体ではなく，

問題によって複数であるという見解が生じる所以があり，アーモンドの言

う＂attentivepublic" (Almond, G. A., Ameγtcan People and 

Fo陀ignPolicy, New York, 196日， ch.vii, p, 138--，一般公衆の中，

殊に外交問題に関し良識と関心を持つ人々。）即ち「覚醒せる公衆」 こそ，

世論の中核を形成するものといえよう。国防・外交問題に関する意見は通

常この躍によって示される。

安保改訂D国会承認をめぐる激動の最中に，時の岸首相は「戸なき声に

聴くJといった。しかし世論調査の方法によっても把揮し難い此の戸を如

何にして聴くか？ それには，新安保条約を国民投票に問う外はあり得ま

い。議会制デモグラシーの建て前から，それが不可であるとすれば，結局

＊ 成族大学文学部講師
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「声ある人々 J，すなわち”attentivepublic，，に耳を傾けなければなら

ぬ。そしてこの事情が本稿の焦点を決定した。それは安全保障に関する論

調“currentsof opinion，，を探り，かくして見出される有識の意見を，

その表明の状況を明かにして提示することと言えよう。

このような問題接近は日本にのみ妥当するもりではないが，特に日本に

おける国防・外交に関する所論を見る場合に，注意しておかねばならぬ点

が若干あるように思う。そのーは「現実論」と「観念論」との対置である。

この区分は恰も，アメリカの外交論議に見られる電＇ realism”と“ideal-

ism”との対立に照応するかに見えるが，アメ自カにおける対立は可能性

の模索のレヴ~＇レの問題である。これに対して「現実論」と「観念論」と

の対置は，或いは討議の相手の所見を排するために，これを「観念論」と

きめつけるのであり，或いは「現実論」が既成事実への屈服の色彩を帯び

るのであって，相互に主体的に政策を探究するのとは遠い。このことはリ

79スト中のリアロストであるモーゲyソー教授の最近におけるグェトナ

ム批判から瞭然であろう。政治，特に国防・外交の討議に際しては，＂ re-

alism with vision”（S・ノイマy〕という一見逆説的な態度が緊要であ

るが， F現実論」と「観念論」との対置には不幸にもそのような接近を拒

否する傾向が見られる。「長期の展望Jと短期の政策との統合が断念され，

既成事実の追認を「現実的」とすれば， そこから更に self-fulfilling 

prophecy" 「自己充実的予言」が生れるという悪循環に陥って視野は狭

院化し，偏見は固定化する。すなわち国防・外交の問題は，相手の所論を

f観念論Jとして却けるだけでは解けない。むしろ常に将来への展望を拓

く努力に傾聴してこそ実りがある。本稿においても事実上「現実的」「観

念的」という文字の使用されている所論を回避することは出来ないが，可

能な限り，この不幸な対置法から免かれて論述を行いたいと望んでいる。

更に注意すべき点、は，安全保障の問題に関し，他の政治問題とも同様に，

いわゆる「保守」の陣営から現状変更の要求が生じ， 「草新」 D陣営が，

ともすれば現状維持論的と見られることである。この一見顛倒した状況は
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敗戦に根ざし， 占領という事態に培われて，「保守」の陣営に生じた被害

者の意識から生れる。戦後の解放，日本国憲法に見られる「民主化Jは，

それがたとえ外から与えられたものであっても，まさしく解放であり，逆

行を許さないものである。その下にあっては「保守」も往時の「保守Jで

はあり得ない。新Lい自主権の根拠が見出きれなければならぬ。しかし

「保守」は「自由陣営」という国際的象徴に依拠してのみ支配し得る。こ

のディレyマと，そこから生ずる挫折感とが，「保守」の所論の背後にあ

るロ

また「革新」の側でも，ナショナリズムを敗戦の思い出からタブーとし，

与えられた自由と平和とを擁護する姿勢だけでは自主性の確立は望み難い。

すなわち民衆を結集して新しい政治的権威を樹立することは広義のナショ

ナリズムの問題である。とれを正面から問題としない限り，防禦的な姿勢

からは脱L得ず， 「保守」政権の積み上げる既成事実を打破することが出

来ない。このような焦慮が「革新Jの陣営の所論の背後にあり，それが劣

勢な「草新」の陣営を益々分裂させて行くという悲劇を生む。講和をめぐ

り，安保改定をめ十ってイデオロギー的清純さを競えば，対決のときに勢

力結集が阻まれる。このような「保守Jと「革新Jとの顛倒の状況を考慮

せずには，安全保障の問題もその展望を失うであろうロ

もとより安全保障の問題は国際政治の状況によって現定されるところが

大きし単なる国内問題として処理し得ないのは当然であるが，内政と外

交とが相互に連関する（その関連の仕方には種々あろう）のが冷戦以来，

特に顕著な事態とすれば，圏内の政治的編成を度外視して安全保障を論ず

ることは不可能である。「国民的利益Jは超党派のシYポルであっても，

その実態が党派的であることは夙にピアードの指摘したところである（cf.

Beard, C. A., The Idea of National Interest, New York, 1934〕。

そして圏内政局の推移を度外視して，安全保障を論じようとするとき，

「キャ Yプ・デイグィッドの精神」に象徴される国際緊張の緩和の兆しに

逆行して，安保改定の推進されて行く事態を理解することは困難となる。
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国内の建設に自信がな〈，外からの脅威を名として園内支配体制を強化し

て行かなければならなかったからであるの

本稿は以上の視点を改憲による再軍備が保守の陣営に漸く盛んとなった

時点を中心lこ適用L，進んで安保改訂の方向をたどって，出来得れば将来

の展望にも及びたいと思う。その時期を通じて保守は政権にあり，その見

解は政府の方針と殆んど異同がない。保守合同以前には在野保守勢力が政

府与党を鞭撞し，論点を先取することも見られるが，保守合同以後は二，

三の個人的見解を除いて，政府の方針，見解がおおむね「保守」の見解で

ある。更に保守陣営の体質の問題もあって，公表される所論に注目すべき

ものも少ない。故に政府の施策，方針を軸とし，これに対する批判をたど

る方法がとられ得る。その意味において，その代表する勢力の大きさの測

定には慎重でなければならぬが，「世界」「中央公論」「文芸春秋」が資料

として取り上げられる。ややレヴェノレを異にL，政府とその批判者との判

定者の地位を保とうとするものとして，「朝日J「毎日」の両紙，そしてや

や特異ではあるが，経済界の事情に通ずる「日本経済新聞Jをこれに加え，

主としてその社説を資料とした。党派新聞と異り，港大な発行部数を持ち，

世論を啓発する姿勢を見せる大経営の新聞も，所詮は資本主義的企業であ

り，その判定者としての地位には当然に限界がある。ただ”attentive

public”の一部を構成するものとはいえよう。世論調査の結果の追跡は必

ずしも網羅的ではない。それは本稿の方法からも許され得るところである

わすなわち有識の意見の登場と事態の推移との道擦の役割を果し得れば

足りると思われるからである。

以上によって資料の渉猟が充分とは，もとより言えない。しかし問題の

核心にふれることは出来ようかと期待される。同時代史の探究には，史料

の貧困よりも，その比重の確定において，むしろ困難がある。本稿は，そ

の困難を避けて，何人も手にしうる所論の中から論議の潮流を跡づけよう

と試みたのであるョ
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1. 講和と安全保障

第2次大戦終結後の世界は，大国聞の協調による平和の維持の希望も空

しし東西両陣営の対立へと急速に推移した。敗戦国として占領下にあっ

た日本も，占領政策の転換という形でその衝撃を体験したのである。そし

て期待された「民主化」の推進と早期講和とは，そのため宙に迷うかに見

えた。当時は情報も乏しく，現在あきらかにされている，連合国，特にア

メ Hカの側における対日講和準備の進行（Dunn,F. S.: Peace-Making 

and the Settlement with japan, New Jersey, 1963, esp. ch. IV, 

Peace Proposals: 1947-1950参照）は最終の段階に至るまで一般には

知られ得なかったのである。そのような時期に ForeignAffairs (July, 

1948）の求めに応じ，占領政策の論評とLて寄稿された高木八尺〔当時東

京大学教授〕の論文は，日本自立のために占領終結のときが来たことを示

唆した。それは此の頃から講和の問題が国内においても切実な問題となっ

て来たことを内外に訴えた早期の努力とも認めうべきであろう。そして

1949年に入るや，国内の論議も漸く活波となるのである。

講和の問題は，戦後における民主主義と平和との希求という文脈におい

て，はじめて明らかとなる。日本国憲法に稲われるこの課題は，憲法普及

の運動と共に，国民の諸層に拡がった。しかし，日本を包む国際情勢は，

マッカーサ一元師が「東洋のスイスたれ」と述べるにつけても (1949年早

春〕この課題の達成をむしろ困難にするかに見える。この間にあって注目

すべきものに，ユネスコの呼びかけに応じて行われた P説争と平和に関す

る日本の科学者の声明」〔「世界」 1949年3月号所収〕がある。この声明は，

言論の自由が戦争の防止，平和の擁護に不可欠であるとL，民主的な社会

改造を通して平和を達成する展望を掲げたのである。そして，この段階に

おいては，なおまだ識者の関に見解の統一が見られる。それを基盤として

「平和を守る会」，「平和問題談話会」などの活動が開拓されたのであるが，

それが国際的対立の激化と講和問題の切迫とによって，その内部に分裂を
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字み，脱落を生ずることとなった。すなわち，知識人の中には戦前，戦中

の時期に対する種々の反省があり，また被害の意識があるロ或るものには

官憲の弾圧を受けた暗い経験があり，或るものには，たとえ積極的ではな

くとも，戦争協力に対する悔いがあって，いづれも過去における自らの無

力に対する自己批判となる。それが一転して急進的な民主主義と平和との

探究の表明となって一致して現われたのである。しかし現実に，その探究

を阻むと恩われるものが浪前に大きく登場すると，それが資本主義であれ，

共産主義であれ，最早，平和の構想と，その達成の方途とに一致を見出し

得ない。そして具体的には，共産主義に対する不信と，それを体現するソ

連への反感を軸として脱落が生じ，心情的な平和主義を以ては蔽い得なく

なるのである。「平和問題談話会」から，後に雑誌「心Jを中心として集

まるグループが分離して行く過程は，このように抱えることが出来よう。

平和と民主主義とは今や万人の依拠するシyボルであるが，東西両体制の

対立の状況においては，何が平和か，何が民主主義かが論議されねばなら

なくなった。 1949年9月の米英外相会談の結果として推進された対日講和

の切迫は，それ自体歓迎すべきことであろう。しかし，如何なる講和を求

むべきかに論点が集中して行くことを回避し得ないのである。

(1) その論点の第lは全面講和か多数講和（いわゆる「単独講和」） か

であった。何人も全面講和が可能ならば，これを採らぬものはあるまい。

しかし国際情勢は， 1948年2月のチェコスロバキ7の政変，ベルv：／封鎖，
そして翌春の北大西洋同盟条約機構の成立と，東西の対立の様相を濃くし

て行く。更に東亜においても中共の大陸制覇が実現し，続いて中ソ同盟条

約において日本を敵視する条項さえ含まれるに至った。このような状況に

おいて，いわゆる「常識」は全面講和を望むべくもなく，これを追求する

ことは占領の継続を願うに等しいとするに至る。そのような思考が， 1949

年秋に教育会議に際L，渡米して全面講和を説いた南原東京総長に対する

「曲学阿世」との批判となって現われる言動の根底にあった。もとより多
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数講和論者の中にも，それに到達するまで真剣に問題と取組んで悩んだも

ののあったのを認めるに苔かではないが，また一方，全面講和論を「観念

的」あるいは「容共的」として安易に却ける風潮のあったことも否定し得

ない。朝鮮戦争の勃発（1950年6月）は，この後者の風潮を更に強めるこ

ととなったのである。

然らぱ，この段階に至ってもなお展開される全面講和の主張とはいかな

る構造と論理とを持つものであったか。その著例として，「平和問題談話

会J(1950年1月〉「対日講和問題についての声明Jに注目しよう。一

「講和に関する種々の論議が二つの世界の存立という事実に由来するこ

とは言を侯たない。併しながら両者の聞に一般的調整のための，また対日

全面講和のための不擦の努力が続けられていることは，両者の平和的共存

に対するわれわれの信念を，更に全面講和に対するわれわれの願望を力強

〈支持するものである。抑々我が憲法の平和的精神に忠実を守る限り，わ

れわれは国際政局の動揺のままに受身の態度を以て講和の問題に当るので

なく，進んで二つの世界の調和を図るという積極的態度を以て当ることを

要求せられるロ段々は過去の戦争責任を償う意味からも，来るべき講和を

通じて両者の接近乃至調整という困難な事業に一歩進むべき責務を有して

いる。所謂，単独講和は，われわれを相対立するこつの陣営の一方に投じ，

それとの結合を強める反面，他方との閑に，単に依然たる戦争状態を残す

にとどまらず，更にこれとの間に不幸なる敵対関係を生み出し，総じて世

界的対立を激化せしめるであろう。これ，われわれの到底忍び得ざるとこ

ろである。」

己申立場は，東西両体制の対立を必然として「認容するのではなく，微

力たりとも主体的に，その対立の調整に寄与しようとする」のであれい

わゆる「進歩的知識人」の国際政局に対処する態度として，今後とも，一

貫して見られる。これは「観念的」であり，更には悪意を以て「容共的J

であると繰返し非難されるであろうが，如何なる「現実論」と臨も，この

ような根底的志向を持たぬ所論は所詮，機会主義的である・。ただ事実上は，
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とれに対する批判が反共，対ソ不信から，或は積極的に自由陣営に立つ立

場から行われるために，全面講和論が社会主義固に向調的と刻印されるに

至り，その理想主義的意図は見失われて行く。すなわち「真空論」「戸締

り論」などの宣伝が民衆の耳に入りやすく響いて，全面講和論を少数の主

張に追込んで行く。確かに全面講和の論理は，それが社会主義国を善しと

割切らない場合には，複雑であり難解である。批判者はこの点を突いて，

問題は「全面講和か単独講和か」ではなく，「占領と管理が続くことにな

るのと，単独講和を結ぶのと，どちらがよいかということJであり，「全

面講和ができるならば，それは理想的であり，最善であるが，それができ

ないとすれば，次善の方法として，単独講和でも結ぶ方が望ましいといわ

なくてはならない。J（横田喜三郎「日本の講和問題J1950年より）とする。

同様の論旨は多数に見られるが，その中で，その苦「共主義批判の常識」

(1949年）以来知識人の間にも大きな説得力をもったと思われる小泉信三

の所論については，次の中立や両軍備論などとの関連でふれる。

いわゆる報道界の論説も，概して多数講和やむなしとする立場（「毎日J

1950年5月2日， 10日の社説など〕から，朝鮮戦争苦手J発を経て，多数講和

促進，全類講和論批判へと動くようである。その中にあって「朝日」の論

調が，やや力点を異にし，講和論議の独善を排し， (1949年11月25日社説），

建設的論議を求めて（1950年4月26日社説〕，全面講和の願望を忘るべか

ざることを説くかに見える（例えば1950年4月30日の社説「野党の平和中

立声明」。笠信太郎の全面講和の影響か？ 「文芸春秋」 1950年1月，笠

『中立態勢への道連合諮問に訴う』参照）。世論調査も早期講和を望む

戸が次第に強まって行ったことを示している。

( 2〕 早期講和を希望する民衆の意向は，それ自体きわめて自然であるが，

講和の推進される雰囲気の中に， 「民主化」の停止ないし逆行の憂えられ

たことも忘れてはならぬ。全面講和論が園内政治における革新の陣営の後

退と分裂との状況の中で唱えられ続けたことの哀に，この間の消息を読み

とる用意が肝要であるう。（これを指摘するものに， やや回顧的とはなる
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が，滝川幸辰『言論・思想・学問の自由』「世界」 1952年， また後段に述

べる山川均の論文などがある。〕講和の問題は，その進め方の如何によっ

て園内の動向を規制し，講和の成立の仕方によって更に圏内に問題を投げ

る。その焦点が日本の安全保障，再軍備の問題であり，全面講和論と不可

分の中立の可否がこれに絡んで論ぜられる。

講和は必然に日本の安全保障の問題を提起する。降伏に次いで，憲法に

より非武装を自らに課した日本が，東西対立の激化する国際環境において，

その安全を保持する途は，両陣営の一方に組して，その武力の庇護を受け

るか，または何等かの形での中立を採るかである。全面講和論の志向が中

立の方向にあることは勿論である。それには笠信太郎のように，困難と知

りつつ大国間の保障を追求しようとする（前掲論文参照）ものもあったが，

その多数は国連による安全保障を求めた（「平和問題談話会」も然的。そ

Lて全面講和でなければ国連加入は不可能とする。横田などのように，国

連による集団安全保障は中立にまさり，多数講和によってもそれは可能で

あるという議論もあったが（横田「日本の講和問題J1950年参照〕， 多数

講和の企図が顕在化するに及び，特に朝鮮戦争における国際連合軍がアメ

Pカを主力とするものであったことから，全面講和論＝中立，多数講和論

＝アメロヵによる安全保障，の両極へと分岐して行しもとより後に講和

条約賛成，日米安保条約反対という政治的立場が，講和条約の批准をめぐ

って現われることからも知られるように，講和と安全保障とを一応区別し，

たとえ多数講和を認めても，安全保障に関しては種々の構想があり得ると

して，アメリカの兵力の常時駐留，軍事基地提供などに条件を付そうとい

う意見も見られるが，一旦アメリカの武力による保障を求めた以上，それ

は必ずしも論理的でも実践的でもない。むしろ多数講和による独立が不完

全なことを園内において明確に意識させる機能を持ったのである。

この間にあって，平和を願い，現実を直視する立場から，いわゆ右中立

論者，平和論者を最も鋭く批判したものは小泉信三であるわ彼が講和の

論議に加わるのは比較的に遅いが， 1950年末に発表した『平和の名と平和
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の実」（「地上」 1950年12月号『共産主義と人間尊重』 1951年所収）には，

その輪廓が略々あらわれている。彼は「北鮮軍の侵略」を例とし，「真に

現実に平和の維持せられんことを願うものは，予め防備を厳にすべきこと

を説かねばならぬ筈であった。しかし言葉の上の平和論者は，果してそれ

を説くだけの用意と思慮とを持っていたであろうか？」と疑い， 「口に平

和を唱えるものが，結果に於て必ずしも真実平和の維持に貢献するもので

はない。」と断ずる。「平和論，中立論，全面講和論は，……姑らくその動

機は問わず，結果に於てそれが果して米ソ何れを喜ばしたかと言えば，答

えるまでもなく明かである。それは明かにソグエト側に有利で，アメリカ

に不利であった。」 そしてそれが有力と見えればそれだけ北鮮軍の侵略の

企図をむしろ扶けた結果になると考うべきである（ヴェトナム戦中批判者

に対するジョンソ γ政権の警告と同じ論理が見られるととに注意〕。「防備

を厳しくして平和を護るということは，人類として決して誇るべき上乗の

策ではない」が， 「若しもそれ以外に真に平和を擁護すべき有効適切の方

策が考えられぬとしたら，イヤでも残された結論を認めなければならぬ。」

というのが小泉の基本的見解である。

講和会議が近づくに従い，小泉は健筆を振った。そしてそれらの文章を

集めて後に「平和論」（1952年）を世に問うた。その書名と問題の巻頭の

論文（はじめ「心」 1951年10月号に発表）は彼の所論の総括ともいえよう。

彼が全面講和論，中立論に反対するのは，それが「出来ない相談」だと思

ったからであり， 「中立は中立の意思だけで守れるものではない。」「日本

の中立には米ソ両陣営の保障がなければならぬJが，それが仮令，条約

によって成立しても，この条約が遵守される保障はない。 1945年B月，ソ

連の対日宣戦を想起せよとのベ，更に小泉は日本の安全を脅すものは，卒

直に言えば共産勢力であり，安全保障が必要であるとして，頼るべきはア

メリカの実力以外にない。国連に頼るということは形が好い。しかし朝鮮

戦争における国連軍はアメリカの決意と実力とがなければ活動し得ないで

はないか。自国の安全を他国のカに頼って守らなければならないというこ
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とは「言うに忍びぬ恥かしい次第であるが」，実力的保障が充分であれば

ある程，ひとり日本人の生命財産が安全であるのみならず，共産国人命の

損傷も亦それだけ避けられる。兵備によって始めて平和が守られるという

事態は，決Lて誇るべきことではない。しかし，兵備が相手を挑発する面

よりも，無備によって侵略の好機来るとの判断を相手に与えることの方が

共産勢力に対する場合， より危険ではないか。「真に平和が大切であり，

人命が貴重であることを思うなら，目前現実に必要な処置を取ることに醇

践すべきでない。問題は「永久平和の理想が何時の日に実現出来るかとい

うことではなくて，今日現在生れて生きている人類を，差し当り5年でも

10年も，非業の死を遂げさせぬ途は何かということである。J

小泉の所論が対ソ不信，「真空論J「戸締り論」などの「常識Jにとって

大きな力となり，政権にあるものの支援となったことは疑うべくもない。

故に当然，暗に彼の所論を目ざして，全面講和論者の側から，反論が展開

された。しかし当時の国際政局の分析から彼の所論に反駁することがなか

なか容易でなかったことは想像に難くない。すなをち，彼と同ーの平面に

立っては，如何に仮想敵国を想定する結果となるとの不可を説いて民衆の

蒙を啓こうとしても，それは至難であった。例えば山川均は『非武装憲法

の擁護』〔「世界」 19厄1年10月号所収）と題して，アメリカ寧の駐留と再軍

備が如何に民主主義の逆行をもたらすかを説いたが，それは識者，そして

山川の同志に感銘を与えても，民衆の支持を得ることに成功したとは言え

まい。山川が冒頭に引くところは示唆に富む。「講和ができて日本が自主

独立を回復したならば，もういちど戦争の用意のために軍隊をもつべきか，

それとも，もう戦争はこりごりだ，決して戦争はやらないという建前の今

の憲法をあくまで守りぬき，再び軍隊はつくらぬ方がいいか，こういう問

題を出して国民投票に問うたなら，再軍備論が負けるだろう。しかし日本

はどこからかの侵略に対してまる裸でいていいか，民族の独立を守る自衛

の手段として，最小限度の軍隊をもっ必要はないか，こういう問題の出し

方で国民投票をやったなら，必ず吾々の再軍備論が勝つだろう一一誰だっ



442 

たか，こういうことを言った人があるJ

小泉の所論に対抗し得る姿勢には，反って絶対平和論があるのみという

感がある。しかし，これが民衆の支持を得る保障は或は一層少ない。この

ような立場の現状分析は，小泉と同様に悲観的である。ただ，この難局は

精神の力でのみ，克服できるとする。例えば安倍能成は「武装的平和は寛

に戦争に導かずしては己まない。世界の平和は武装を捨てることによって

始めて成るのである。… 平和への念願，意志が直ちに平和を来すもので

はなく，平和への条任を作ることの必要なのはいう宮でもないが，平和へ

の第一条件が平和への意志を持ち，自分自身徹底的平和の人となる，にあ

ることも忘れてはなるまいoJ（「世界」 1951年10月号 「世界と日本との平

和の立場から』）といい，また「日本の生きる道はポッrム宣言の課した

徹底的平和白必然を，日本の自由として新たに受けとり，そうして貫き通

すことにある。平和に対する最も重大な障磯は軍備にある。日本はこの障

碗を欠いている。この点に於いては世界の国々の中で日本のみが平和の使

徒たるに堪えるのである。ただ必要なのはこの自覚の強固にしてその主張

のぐらつかぬことである。これが困難であることはいうまでもない。殊に

日本人の総てにこれを望むことは不可能であろう。しかしこの精神を外に

して日本を新たに生かす道がないことを思えば，一人でも多くこの自覚と

信念とに生きる日本人を造ることが，即ち日本再建の基傑であると信ず

るoJ（「世界」 1950年4月，「平和への念額」）と力説する。更に社会科学

の訓練とキリスト教の信仰とに立ち，平和問題談話会の一員であった矢内

原忠雄は，絶対平和の保障の確立は宗教的信仰の基礎づけなくしては不可

能のことであるとし，進んて安全保障に関して，それが人間をもっては覚

に不完全であるとし，「ただ神を信ずる信仰だけが，私共に安全を保障し

ます。神を信ずる信仰によって立つならば，国は滅びることはない。信仰

によって立つ国の国境を，外国の軍隊が越えることはないであろろう。た

とえ無慈悲不法な外国軍隊の侵略に遇うことがあるとしても，我々自身が

己れの意思をもって戦争に参加することをしなければ，即ち神の平和を守
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り抜くその信念をもって立つならば，たとい日本の国土は一時荒されまし

ても，その荒されたあとより再び花は聞きます。日本の国民の多くが殺さ

れましても，殺されたあとより再び信仰を受け嗣ぐ者は起って来ます。

…」〔矢内原「講和問題と平和問題」（1950年）中の問題の，前年のグロス

マλ講演から引用。本書は矢内原忠雄全集，第四巻に収録されている）と

説いた白である。

議会に絶対的優位を占め，いわゆる「現実論Jに支えられた政府は，対

日講和に専念するアメリカ国務省顧問ダレy、の活動と相応じて，多数講和

への途を進むのに苦慮するところはなかったかに見える。反対勢力は多岐

に分れ，平和問題談話会の三次にわたる声明なども，為政者にさして痛岸

を与えなかったのである。日米安全保障条約の内容も議会において討議さ

れるこにが殆んどなかった。その意味で，言語和会議を目前に控えて行われ

た蛾山政道の所信の披歴は，講和論議の総括として傾聴に値しよう。（「平

和三原則と講和条約』「世界」昭和26年10月，講和問題特輯号所載〉。彼

は平和問題談話会の活動（彼もこれに参加した）を，世界平和問題の攻究

をイデオロギーや政治的立場を超えて行うにあったとし，同会の諸声明は

「思想的解明と教育的啓蒙を目的としたものであって，政治的には会員各自

の自由を拘束しないのみならず，実際政治運動との聞には一線を劃してい

たりである。」と述べる。そして同会の主張した平和三原則一一全面講和，

中立不可侵，軍事基地反対ーーが現実の講和条約と相容れぬ場合，如何な

る態度をとるべきかを問題として，所信を展開する。第一に， 「平和原則

と講和原則とは同一ではないJのであり，具体的な対日講和原則から必ず

しも直ちに世界平和原則を導き出すことは出来ない。要は，「今日対日講

和条約が締結されることによって，世界平和が明かに脅かされるという見

透しが明確となった場合においてのみ，講和条約への反対又は延期論が成

立つ。私はそうは思わない。」という。そして，第二に，「談話会の講和三

原則なるものは，決して事実の観則のみから成立しているのではなく，多
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分に日本人としての翼求をも表現したものであるJ 全面講和の主張が事

実の見透しに立っていたとすれば，それは余りにも現実感を欠いていよう。

また中立不可侵も，連合国にこれを保障する意思のないことは，それぞれ

異った理由によるにせよ，既に明か立ある。日米安全保障条約による軍事

基地の設定も，談話会の主張する国際安全保障制度との聞にギャップを生

ずることは明かである。しかし，それをもって講和条約への反対，または

占領継続となる，延期論の理由とするに足りない。第三に， f講和条約が

極めて不完全なものであり，また多くの危険を字んでいることは事実であ

る。そうであればこそ，平和問題談話会の主張する理想的な条件の達成と

いう意味がある。」故に談話会が今後も活動を続けて，日本国民の思想的

教育的啓蒙に資しうるならば，それは十分に意義がある。「このような重

大にして困難な問題を一挙にして講和条約にかけて解決を期待するが如き

は，知的な慢心か現家無視かの何れかで、なければならない。平和問題談話

会は，ややもすればその政治的立場やイデオロギー的な気がねをもって御

互に協力を渋って来た従来の日本の学者やイ yテ日の例を破って．ともか

くも誠実に世界平和問題の攻究に協力の実をあげた例である。Jと述べ，

思想研究の自由な協力を現実政治に対する見解の相違から破壊することの

ないように要請している。

このような，理想と現実とをつなごう左努力する良識の声が民衆に穆透

することは俄かに期し難い。世論調査の結果から見ると，民衆は「公平寛

大なる講和Jの達成を，その形式の如何に拘らず，一応，安堵の感を以て

迎えたようである。講和は，警告された幾多の問題を字むにも拘らず，一

面では解放であり，それはやがて自主性の主張に連なる。そして講和のも

たらした安全保障体制が現実とLて迫って来るとき，これに対する反応は

分れる。他律的な講和によって園内の体制が調和に達するはずもないから

である。そこに講和によって布かれた路線を更に推進しようとする努力と，

それを阻止し，或いは廃棄しようとする勢力との相魁が，ともに自主性の

回復を名として，むしろ激化してゆく。既に左翼の平和運動に「民族の独
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立」が掲け．られたように，右翼には講和によって追放を解除された人々を

含んで，占領の遺跡の払拭が企てられる気運が生じる。進んで，その事情

を次章に見ょう。

z. 安全保障と憲法改正

(1〕講和に至る経緯が，日本の再軍備と不可分の関係にあったことは，

既に報道界において指摘され（「毎日」 1951年7月13日社説など），また講

和反対運動が再軍備反対を強く訴えたこと〔いわゆる「平和四原則」，左

派社会党鈴木委員長就任挨拶「青年よ，再び銃をとるな」〕からも明かで

ある。そして当時の警察予備隊が軍隊でないという建て前は「日本国は武

装を解除されているので，平和条約の効力発生の時において固有の自衛権

を行使する有効な手段をもたない」〔日米安全保障条約前文）という理由

によって，引続き米軍が「駐留」する口実とはなり得たが，講和が，不完

全にせよ，独立の契機であれば，そこから，自主的防衛力の強化が警察予

備隊の傭兵化を防ぎ，米軍を撤退させる途であるとする再軍備論の登場す

るのは，むしろ当然であった。ここに，これまでの再軍備強硬論者の主張

（例えば芦田均『自由と平和のための闘い』「文芸春秋J,1951年3月号など）

を超えて，再軍備に関する世論形成の動きが見え始める。「講和を契機に

憲法改正が問題となって来た。安保条約で示唆された再軍備が時の問題と

なっている」（「毎日」 1951年9月19日）のであった。

再軍備を促進する論拠には，既に見た，反共を名とする真空論，間接侵

略論の外，国連協力論や民族自主論があり，特に民族の独立のために再武

装することは，右翼の一部にもあるが（辻政信の「自衛中立Jはやや異例〕

左翼の陣営からも唱道される（例えば小掘甚二の民兵論。共産党も自衛の

軍備を認めることは憲法制定時にまで遡る。但し講和後の党は第9条改正

には反対である。〉しかし政府は国民経済の回復を侯つてはじめて再軍備

を行なうと言い，当面は再軍備論に同調しない立場であった。ただ保守政

権の支柱である財界には，自主的計画に基く「防衛生産」の強化による経
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済の復興という構想が生じ，また追放解除の結果おこる政界の再編成によ

り，改進党が誕生したことは，自衛の軍備の旗手が政界に地位を占めたこ

とを意味する。更に国内に破壊活動防止法を成立させ，朝鮮に戦乱のなお

止まぬ状況にあって，西ドイツの再軍備の進行が伝えられれば，わが国の

改憲による再軍備の路線も漸く定まるかに見えた。旧職業軍人も大量に警

察予備隊に入り，或いは再軍備の構想を求められる。

この風潮は出版界にも見られる。マーク・ゲインの「ユッポγ日記」を

はじめとする「内幕もの」と「戦記もの」との隆盛，特に「秘録もの」の

氾濫によって，憲法制定の経緯が公然と論じられることになり，「押しつ

けられた憲法」のイメージが流布し，「独立はまず憲法の改正から」とヰ

いうべき論調が漸次つよめられて行ったのである。

この時期の改憲の具体的提案としては，渡辺経済研究所憲法改正研究委

員会による「憲法改正要点の私案」（1953年2月発表）をあげることが出

来る。反共の闘士をもって自任する主裁者渡辺鉄蔵は，その趣意書に述べ

て「私は，過去2年間，同志とともに再軍備の研究と促進に没頭しておっ

たが，昨年来すでに微力ながら新憲法中改正を必要とする諸点について研

究を進めておった。その最も主要なる部分についての結論を得たので，こ

こにこれを世上に提案して賛成を求め世論の喚起の端緒を作りたいと思う。

・・憲法改正の必要を国民が理解し，改正草案が作成されその制定を見る

ためには，婦人と青年の判断と向背が最も重要である。」とL，参議院選

挙を前にして新たに登場した有権者層の注意を喚起しようとした。彼には，

改憲の機が熱さないのは政府与党の暖球な態度に責任があると思われ 改

憲の気運の醸成のために具体的提案が諸方面から活液に行なわれることを

望んでJ彼はー右を投じたのである。
このような情勢に革新陣営は敏感とならざるを得ない。日米安全保障条

約付属の行政協定は，その内容の重要性にもかかわらず，単に国会に報告

されるに止まった。更には吉田首相が参議院予算委員会〔1952年3月6日）

において「自衛のための戦力は第9条に反するものではない」と言いなが
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ら，数日後に，それを「自衛のためであっても戦力を持つことは再軍備で

あり，その場合は憲法の改正を必要とする」と訂正した。そして，これら

の事態に対する野党攻勢が一見，政府与党を苦境に立たせたかに見えなが

ら，いつしか「再軍備の坦止」というより「憲法改正の促進」の底流を強

めた感があったのである。このような情勢を見て「世界」は「平和憲法と

再武装問題」を特聴した（1952年5月号〉。その基調は「再軍備のために

憲法の一角を崩してはななぬ」（同誌同号中の辻清明の一文の題）という

にある。講和を機に，それまでは超憲的勢力の指導によって行なわれて来

た再武装が憲法の枠内で処理されなければならなくなったことは，劣勢の

革新陣営にとって民衆に訴える一つの手がかりを得ることとはなったが，

反面，憲法を改正すれば戦力をも持ち得るという名分を保守の陣営に意識

させ，これを能動的にさせることにもなった。問題の実質は，国内，国際

にわたる政治路線の決定にある。それが素朴なる法理論に置き換えられる

と論調に混迷が生じる。この聞の消息を読んで論議を展開し，平和の理想

を追求することは，全面講和論の展開に際してと同様に困難である。それ

を解こうとする努力として，丸山真男の「『現実』主義の陥穿」〔前掲同誌，

同号）があった。

このように改憲と再軍備との関連を意識にのぼらせ，革新の陣営に苦渋

の表情をあらわさせる事情は，講和後，いわゆるサyフラ：／＂＇スコ体制下

に進行する園内体制Jの整備，すなわち「逆コース」の現象に裏附けされる。

それは破防法の制定，社会科解体をめぐる新教育課程の論議，あるいは人

権軽視の事例（鹿地事件など）に見られる。山川均は「対決するこつの日

本」を，関口泰は「国民の憲法」を，それぞれ新書版によって世に送り，

かかる事態の重大なことを汎く訴えた。更に基地問題が漸く論議に上り，

それが浅間山麓基地化のように学界の反対をまきおこすものから，基地の

環境，風紀を問題とする教育的，道徳的批判に及び，進んでは地域住民の

生活問題までが提起されるに至った。内灘に赴いた清水幾太郎が「基地反

対の運動は，今後の平和運動の本筋となるべきものである。憲法擁護など，
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今までの平和運動は，とかく，イ yテリ中心の狭いものになり易かったが，

基地反対運動となれば，広く民衆の日常の利害と精力とを吸い上げること

が出来る。それだけに，縞麗事で済まぬ面が出て来る一方，平和運動が本

当の国民的規模の運動へ発展する条件も生れて来る。即ち，基地反対の闘

争は，民衆の日々の生活に根を下ろしながら，而も，日本の運命を援る両

条約（講和条約と白米安全保障条約一一筆者〕の廃棄と結びついている。J

（「世界J1953年9月号） と確信するに至ったのは， この問題の展開を示

すものといえよう。

〔2〕 1953年に入ると，アメリカにアイゼyハウアーを大統領とする共和

党政権が登場し，ソ連からはスターリ yの死が伝えられて，国際政局には

何等かの変化が期待されるかに見えた。しかし朝鮮の休戦は事実上成立し

たものの，冷戦の様相には顕箸な変容も見られず，アメリカは「巻返し」

を唱えて，日本をめぐる国際情勢は，むしろ対立と緊張との度を加えて行

くかに思われたのである。そしてアメリカから MSA援助を仰いで，い

わゆる「なしくずし再軍備」が推進される一方，改憲の主張も保守政党に

とりあげられ， 1953年後半，急速に問題化して来た。（この二つの路線は

保守陣営の指導権をめぐる争いと絡んでいたので，政党政治の局面の変化

と不可分に進展Lて行くのである。〕すなわち， 7月15日の MSA交渉開

始から， 9月27日の吉田・重光会談（保安隊を自衛隊に改めることに一致），

ワシント yにおける池田・ロパートソ y会談（「教育と宣伝による愛国心

と自衛のための自発的精神の養成」の必要についての一致〕，第17国会の

衆議院予算委員会における「戦力なき軍隊」という吉田首相の言明，そし

て11月17日の吉田・鳩山会談において，鳩山の自由党復帰の条件として，

自由党内に外交調査会とともに憲法調査会を設置することに合意が成立す

るなどの日誌がこれを物語っている。

（イ） 1953年4月の衆議院の総選挙の後， MSAによる援助を受入れる

か否かが漸く論壇を賑わし始めた。受入れ賛成の論拠は経済と防衛とにあ

る。そして財界を含む保守の陣営が当然にこれを支持する。その中にも経
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済復興の面を強調するものと，再軍備を強調するものとのユュ7γJえはあ

る。しかし，初jえば河合良成に見られるように，「MSA問題の本質はい

うまでもなく経済問題である」としながら，祖国防衛を青年婦人に訴える

ものもある〔「朝日」 5月19日〉ので，受入れの動機はともあれ，それが，

再軍備の促進にまで連なることを否定はし得ない。ただ時の自由党政権は

MSA援助が再軍備の促進に連なることを仲々認めようとはしなかった。

これは岡崎外相の「MSA援助を受けたにしても，防衛力を量的に増強す

ることは考えていない」という言明（6月20日，衆議院予算委員会〕や，

いわゆる「吉田・芦田の防衛論争」（7月30日，衆議院予算委員会〕など

に見られるところである。このような雰囲気にあって報道界には， MSA

援助の受入れが自衛力増強の強制とならぬよう，世論を尊重して交渉を進

めることを政府に要望するものが多かった。

保守陣営の期待を字んだ論潮に対L，いわゆる革新の陣営では， MSA

の何たるかの啓蒙に始まり，それがアメリカに対する隷属を強め，再軍備

の促進に寄与する所以を明かにしようとした。都留重人の『MSAと日本』

（「世界」 19538年月号〉はその好例と言えよう。そして「世界」は10月号

に「MSAと再軍備」を特輯した。ただ革新の陣営の展望は必ずしも明る

くない。それは日本の経済が「危機はここまで来ている」〔「世界」 1953年

子月号の座談会〉という状況にあり，特需を中心とする均衡を失っては，

MSA援助を受けて，公然たる再軍備へと流れて行くほかないという分析

に由来する。故に，これに抗するには「にも拘らず」（同誌， 同月号の清

水幾太郎の文題〕という発想で立向わなければならぬ。そして改めて日本

の行くべき別の路線の提示と説得の努力とがなされなければならなかった。

「サンフランシスコ体制」の下に組込まれて行く民衆は，他方，平和を希

い，反米的風潮に馴染む。しかし，この民衆を組織し，指導して， Jj!Jな路

線に導く主体性が革新陣営に見出せないのである。

この間にあって，対米接衝の必要を認めつつ，その態度について反省を

加えるものがあった。例えば笠信太郎は『近ごろ思うこと一一我々の置か
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れている条件など』（「世界J1953年7月号）において，「いずれにしても，

アメリカが我々のまともな相手，いな，そういう相手たらざるを得ない地

位にある。彼は立派な友人ではあるが，同時にあわて者のあやまち屋でな

いとは言えない。 一・・そのアメリカと幅の広い交渉のなかで，我々の I安

全』を求めていくということが，自の前の，のがれられぬ現実の姿である

ならば，その相手方に対する，単純な小児的な反抗といったものは意味が

あるまい。 －ー」と述べ。 7メりカの力の圧倒的な大きさを想起して「い

まの日本に，もし力が出て来るとするなら，それは対外的な問題に対して

国民聞に意見の接近が起り，大まかながら国民的見解の一致が出現すると

きであろう」，それが不可能ならば対米接衝によって「安全」を求めるこ

とは甚だおぼつかない，として，国民的規模におけるコ yセγサ兄の創出

の努力を要請し，訴えるのである。 MSA援助を受入れる交渉の動因（『何

が交渉を動かしたか』「世界J1953年11月号，座談会を参照）は暫く措き，

主体制の確立の必要はここにも痛感される。その俗流的表明が自主防衛諭，

自主憲法期成の願望となって行〈のであり，ナショナリズムの問題が再思

されなければならない秋が来たDである。

（ロ） 1953年11月19日，アメリカ副大統領ニグYγは東京において「ア

メリカは1946年に誤りを冒した」と演説L，憲法改正のための地ならしの

意図を露わにした。彼の大統領に対する訪日報告には，日本の再軍備およ

び憲法改正の可能性が楽観されており，アメリカ側では「日本は1954年が

憲法改正準備完了の年， 1955年が改正実現の年月」との観測が強いと伝え

られたのである（「朝日」 11月29日〕。その後，第四国会において MSA協

定の承認，防衛庁設置法案と自衛隊法案（以上いわゆる防衛二法）および

MSAに関する秘密保護法案などが上程され，これらの案件と憲法との関

係が激しく論議された。国会外においても，この聞に自由党，改進党がい

づれも憲法調査会を発足させ。これに対抗して憲法擁護国民連合が結成さ

れた。こうして，再軍備を目ざす憲法改正が政治的対決の様相を明かにす

るのである。
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保守政党の改憲に対する態度には積極的あるいは消極的のニュ7＇／スが

あった（例えば鳩山と吉田）。また再軍備促進論者でも，現憲法の下にお

いてそれが可能と考える人々（例えば芦田均をはじめ改進党の太部）もあ

る。ただ憲法の解釈と問題点とを改正によって明確にし得ることは再軍備

にも好適であるから，一応一様にその準備にふみ切ったのである。再軍備

との関連において憲法改正が問題となるのは略々三点であった。第一に自

衛隊を軍隊として正式に認知することによる隊員四志気の昂揚，第二に兵

力量を増強，確保するに必要な徴兵制の実施。第三に国際協力などの名の

下に必要とされる海外派兵である。これら三点は哀を返せば，改憲を著し

く困難にするものであることは世論調査の結果がこれを物語っている。

〔これらの問題を一括概観するには岡義武編著「現代日本の政治過程」

1958年，第2部第2章第3節，石田雄執筆「統治機構の再編成」および

Douglas H. Mendel, Jr.. The Japanese People and Foreign Policy, 

1961, ch. 3がよい。特に後者の海外からの寄与には，敬意を表わさなく

てはならない）。ここには，いわゆる真空論，国際協力論などに基く 「常

識jが「なしくずしの再軍備」は容認しながら，それが徴兵制，海外派兵

などの具体的な形態をとり，憲法改正がこれを可能にするために行われる

と主張されるに至ると，これに対する支持を差控えるという分裂した心理

が明かである。それは或いは憲法感覚の定着とも言えよう。すなわち戦後

の「解放」が民主主義と平和の名の下に個人人権の思想と個人利益の追求

を正当化したからである（自衛隊に応募するのは職業の選択であるという

意識〕。しかし， それが政治の分野において，主体的，積極的な判断を形

成するには遠い感がある。すなわち，軍備は日本のためより，アメリカの

ためというような反応があらわれる（1953年6月に行われた「朝日」の世

論論査）。

民衆の反応が以上のようであれば，保守政党の憲法調査も抽象的・全面

的となり，憲法の原理である平和と民主主義とに一応の敬意を表しつつ

「押Lつけられた憲法」という側面を強調することにより，国民の権利・
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義務や家の構成にまで及んで，再軍備の基礎を固めようとする。第9条の

改正に端を発した改憲の動きがいわゆる自主憲法期成となって行くのであ

る。神川彦松は1952年秋以来，憲法に関するー研究会の中心となり，「日

本国自主憲法試案」を作成・公表したが（1955年1月）進んで民主・自由

両党および緑風会の後援を得て「自主憲法期成同盟」が生れたとき，彼は

その理事長となった。その創立総会における決議は左の通りであり，ここ

には，いわゆる「保守の能動化」の態様が明瞭に見られる。

「現行日本憲法は，平和主義と民主主義を理想としているにもかかわら

ず，その制定手続と内容にいたっては，いくたの矛盾と後進性を示L，か

えって平和主義と民主主義を崩壊せしめる多くの要因を含んでいる。よっ

て，われらは，第2次大戦後の新しい憲法思想にもとずき，速やかに日本

国自主憲法の実現せられんことを期す。」

革新の陣営のこの保守の攻勢に対する防衛は先ず憲法改正不可，特に第

9条改正不可能論に出発する。既に平和問題談話会の研究報告「三たび平

和について」（「世界」 1950年12月号）の第3章「憲法の永久平和主義と日

本の安全保障および再武装の問題」にそれが示されるが，第9条は改正可

能としても，現在の状況においては不可とする議論もあり（例えば宮沢俊

義），その交錯が「憲法を守るとはどんなことか』（「世界」 1953年10月号

掲載の宮沢俊義，鵜飼信成，中野好夫の鼎談〕に興味深く示されている。

そして憲法改正が原理問題から政策問題へと転化して行ったのである。こ

のことは1953年8月に，第9条の擁護を主眼とし，啓蒙の目的をもって発

足した「平和憲法擁護の会」が，さらに積極的に組織を持ち，政治的活動

を行なうために，翌年1月「憲法擁護国民連合」へと発展した経緯にも現

われている。この団体は，第一段には保守陣営の憲法改悪計画を世論の力

によって阻止し，更に第二段1階で，改悪憲法の議会提案を不可能ならしめ

るに足る国会の議席を確保し，進んで第三には万一改悪案が国民投票に付

されるに至れば，投票によってこれを葬ることを「実践目標」としている。

そして保守の陣営が「改正要綱」あるいは「問題点Jを発表するに及んで，
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政治団体としての届出を行う方針を決定するに至った。

このような状況に当面して平和問題談話会の法律政治部会は「日本自立

の政治的条件」を討議した〔「世界」 1954年12月号）。その討議を総括，紹

介した恒藤恭の『政治的独立への進路」（前掲誌，同月号）は国際， 国内

の両部面にわたり，同談話会の従来の活動との関連をふまえて，日本の革

新陣営の当面していた諸問題を概観している。インドシナ休戦，欧州軍縮

条約の不成立， SEATO結成と，冷戦の緊張と緩和とを示す未だ不安定な

国際状況と，汚職に揺らぐ国内政局とから、如何なる進路を見出すべきか。

安全保障の問題はこの情勢分析と不可分であったのである。

吉田政権に代って鳩山政権が登場したことは，革新の陣営を一時，混迷

に陥れた感があった。吉田の退陣を喜ぶ一方「鳩山ブーム」に対処しなけ

ればならなかったからである。鳩山は中ソとの接触に積極的と見えるとと

もに，改憲による再軍備の露骨な主張者であり，それが執念とも見えたの

である。革新の陣営は，鳩山の日ソ交渉開始に声援するとともに，憲法擁

護国民連合の掲げた実践目標の第二段階の達成に全力を傾注しなければな

らなかった。幸にして1955年2月の総選挙においてこの目標は達せられ，

改憲による再軍備は政治の日程から一応は影をひそめたものの，前年に発

足した自衛隊の強化は進み， 「自衛隊も軍Eまといえる」という政府の統一

見解が行なわれる有様であった。更に鳩山の政憲への熱意は憲法調査会法

案の提出にも見られた。草新の陣営には安堵の限もなかったのである。

この間にあって草新の陣営の努力に組したものに， 1954年3月のビキニ

被災に端を発する原爆禁止の署名運動があり，同年10月には署名が1,200, 

000を越える勢であった。これと相応じ，日本学術会議は「水爆実験の禁

止」と「原子兵器に関する研究は行なわない」旨とを声明し(1954年4月〕，

軍事科学研究への傾斜に反対するのである。更に基地問題も漸く激化して

来た。このような事情も加わって，革新陣営は翌年，小選挙区法案を葬り，

参議院議員の選挙においても議席の3分のl以上を占めることに成功した

のである。しかし，一方，憲法調査会法は成立し，国防会議は発足する。



454 

常に守勢に立つ革新陣営は遂に積極的に憲法の完全実施を主張して，保守

の攻勢に立向わなければならなかった。そしてこの間には，園内の政界再

編が曲折を経て進行し，いわゆる2大政党制の時代が出現したが，これに

よって国内政局の対立緩和を期待した世論は，支配政党の側の対立を好む

姿勢にその期待を裏切られて行った。かつて笠信太郎が待望した外交・国

防に関する国論のコ Yセンサスは遂に創出されない。（「朝日」の改憲不要

論はその反映か？）。吉田の「独善的外交」に代って登場した鳩山の国民

的外交も，支配階級の内部対立によって実現しえない。パγドγ会議参加，

日ソ国交回復交渉などの経緯がこれを物語る。鳩山の素朴なナショナリズ

ムは民衆に対して魅力をもつが，国内・国際にわたる冷戦の下にあっては

実効を発揮し得なかったのである。進んで日米安全保障体制の改定の方向

を見ょう。アメロカ側の期待は実現していない。また方向は種々に異ると

はいえ，保守の陣営に「自衛中立」の主張すら公然化して，日本の園内に

自主性の回復の要求が高まりつつあったことが認められる。

3. 安保改定の方向

吉田の退陣は，講和後にとられて来た対米依存の政策が，その支持層か

らも期待された成果がないために転換を望まれるに至ったものと言えよう

(MSA援助に対する財界の不満を見よ！）。しかし更に大勢とLて，講和

の片面性から当然に帰結する，より実質的な自主性の模索が開始されたこ

とを物語る。この機速に応えようとする鳩山政権の日ソ国交回復への志向

は，他面，従来の対米依存の修正を余儀なくする。「鳩山ブーム」は，園

内政治的，あるいは個人的な同調と同情とによって支えられたことを否定

し得ないが，それはまた外交・国防の路線の転換への期待をも含んでいた

といえよう。当然鳩山個人の戦前のりベラリ λ トとしての復旧的なナγョ

ナステッィグな志向も冷戦下の国際政局によって規定されざるを得なかっ

i::, 

日米安全保障条約に基く体制が形式上，吉田政権の完全なる同意を得て
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成立していたことは否定し難いが，安全保障条約の法務性から来る問題は

もとより，同条約に基く行政協定が具体的に種々の困難を字むものである

ことは夙に指摘されていた（村川俊之「日米安全保障条約の問題点』「世

界J,1951年11月号，および横田喜三郎「行政協定をめぐる諸問題』 1957

年5月号などを参照）。そして1953年9月裁判管轄に修正は認められたと

はいえ，基地，労務調達などに幾多の摩擦を生じていた。財政的には防衛

分担金の過重が痛感される。「軍備か社会保障か」（大内兵衛の論文，「世

界」 1954年4月号〉の問題も既に提起された。そして改正さるべきは憲法

ではなくして，日米安全保障条約であるという論旨も現れる（関口泰『再

軍備に歩調を合わせるもの』前掲誌，同号〉。鳩山政権の成立する前後に

は，漸く向米一辺倒の修正が陣営からも要求される機運が醸成されて来た

のである。

その頃，いわゆる論鹿では平和論が新しく提起された。福田恒存は『平

和論の進め方についての疑問』（「中央公論」 1954年12月号）を発表し，い

わゆる進歩的知識人の平和論を辛疎に批評した。彼は「日本の平和論の影

響なしに，二つの世界の冷戦は現在小康を保てさうな気配にあります。す

ると，アメリカと協力してゐても，共存絶無ともいへないように，私には

おもはれるJと述べた後，さらに「私がどうおもはうと，じっさいには，

日本はアメリカと手を握ってゐる。平和論者はこれを断たうとしてゐるわ

けですが，そのほうがよくて，しかも断てない今日，毎日どうして暮した

らいいのか。」（引用文は仮名づかいは原文のまま←一筆者〕とつめより，

「平和，平和」と気勢をあげているだけではなし責任ある構想と人生論

を示すべきことを要求した。この論争は，平野義太郎の反論をはじめ，中

央公論誌上に半年以上に亘って展阪されるが，進歩的知識人にとって，か

つての小泉信三の平和論と似た問題を投げかけたのである。この論争と直

接の関係はないが，これに対する回答の一例として，久野収が平和問題談

話会文化部共同討議のための報告とLて発表した『日本における平和理論

と平和運動』（「世界」 1953年1月号）をあげれば足りよう。「現実論」と
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「観念論」との対照が，ここにも登場して，論旨を低迷させる有様が見て

とれる。その意味において時期は少し遅れるけれども，鶴見俊輔の『日本

知識人のアメリカ像』（「中央公論」 1956年7月号）は輿告深い。

(1 ）鳩山政権は，その発足の当初から，いわゆる鳩山・重光の二元外交

を批判されて来た。対ソ国交回復の交渉開始に当っても既に，それが見ら

れた（例えば「日経」社説1955年1月30日）。そして30年度予算編成にあ

たって，かねて選挙の公約である民生安定を1兆円の枠内において実現し

ようとして防衛分担金の減額折衝に困難L，その打開のため外相の派米を

企ててアメリカの拒否に会い，その外交措置に対する戒告決議が衆議院外

務委員会において行なわれる有様であった。その後，東京における分担金

の折衝は辛うじて妥結したが，その経過において対米従属の姿は蔽うべく

もなかった（例えば「日経」 1955年4月初日，予算案の解説，および稲葉

秀之の論説〕。このアメリカのきびしい態度を見て， また政局の安定のた

め保守合同が叫ぽれもした。妥結に際して発表された共同声明には，米軍

使用のジ z ット機滑走路を拡張するための施設提供費の増額と防衛庁費の

著増とが昔話われ，「本年度は日本経済安定の成否を決する年であるから，

アメリカ政府の特別協力措置であり，本年度以降には適用されない」との

但書きが付されていた。すなわち防衛力は質・量ともに増強され，再軍備

が既成事実となって行くことを露わにしたものである 〔『正体を暴露した

防衛分担金の折衝」，「中央公論J.1955年6月参照〕。

第22特別国会はオネスト・ジョ γの持込みをめぐって混乱のうちに幕切

れとなり，鳩山政権にとっての重要法案，国防会議構成法案，憲法調査会

法案などを廃案とした（例えば「日経」 1955年7月31日「さんざんの国会

幕切れ」参照〕。政府は防衛分担金折衝の苦い経験から，アメリカとの意

志の疎通を図るため，外相の派米を再計画すると共に，その会談の材料と

し，日本の防衛努力の誠意〔？〕を示すものとして，防衛閣僚懇談会にお

いて次年度自衛隊増強計画を了承し，さらに防衛6ヵ年計画については，

米地上軍撤退の想定の下に，陸上自衛隊を180,000人とL，海・空両部隊
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の整備（艦船120,000トy，航空機1,300機を目ざす）を行なう案を立てた。

こうして行なわれた日米会談は，まず日本の代表の構成からも奇異であっ

た。内政上の理由から外相に河野農相と岸民主党幹事長が同行したことで

ある。更に会談の経過，日本側の代表聞の不一致，そして最後の共同声明

から生じた日本の海外派兵の問題と，アメリカに対する全面的依存から，

安保改定による日米対等の共同防衛体制への切換えを目ざした鳩山政権の

意図を裏切る鴎態をさらすのみに終った（大森実「特派員5年」毎日新聞

社 .1955年，参照）。特に海外派兵の問題は強く日本の世論を車J激し，鳩

山政権の性格を示すものと攻撃され，外相はじめ，これを否定するに大童

の感があった（例えば「羽田空港における帰朝挨拶」および NHKを通

じて行なった「帰朝報告」などを参照〕。

ともあれ，共同声明には「日本が出来るだけ速かに自国の防衛のための

第1次的責任を取り，かくて西太平洋における国際の平和と安全の維持に

寄与することが出来るような諸条件を確立するため，実行可能なときは何

時でも協力的基礎に立って努力すべきことが合意された。またこのような

条件が実現された場合には，現在の安全保障条約をより相互性の強い条約

にかえることが適当であるうということが合意された。」（傍点は問題の訳

語一一筆者）と桓われ，安保改定が条件付きであれ，日程にのぼって来た。

ただ条件の認定は専らアメリカにかかるのである。対米依存のジェスチュ

アに終る。

!.'!?'"" 
このような事態を前に「世界」は「逆流する日本外交」を特輯した（19

55年 11月号）。その中に有国八郎はジュネーヴにおける四巨頭会談の実現

をふまえて，『鳩山・重光外交を批判する』を寄せた。それは極めて穏当

な論旨であり，安保改定は必要としても，「重光構想のような改訂では，

百害あって一利もないと思う」と断じ，”力の政策”はこれからの世の中

には通らなくなりつつあるとして，共産諸国との交渉にも確固とした，誠

意あ石態度で臨むべきことを説く。そして「”アジアの安定と平和に貢献

する”という言葉に国民は神経質になっている。この文句を見たら眉にI@;
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をつけて， とっくりとその真意を読み取らなければならない。」と結んで

いる。この頃は既に東亜における「ロカルノ構想」〔曽鵡益などの発言〕

も見られ，外交専門家も新しい構想を提示する状況であった。また辻清明

はイ γ ドシナ戦争終結のためのジュヰーグ会議当時に滞欧した経験から

「外交は論理である」〔前掲誌中の一文〕ことを訴えている。更に「なし

くずしの再軍備」の状況を見て，旧軍人の中にも異色ではあるが平和を願

う反省が見られる。遠藤三郎の『自衛隊のゆくえ』（「世界」 1955年12月号）

はその一例である。

( 2 ) 領土の問題は安全保障と密接に関連する。日ソ交渉の最大難関がこ

の領土問題であり，これをめぐって保守・革新の両陣営のそれぞれの内部
泊

に対立した意見のあったことは周知のところである。日ソ交渉の第1次ロ

γドソ会談は，この領土問題をめぐって停頓した。民主党の鳩山主流派に

は領土問題を棚上げにした早期妥結の意図があるがに伝えられ，これが民

主党内でも，同じく保守の陣営にある自由党においても警戒された。革新

の陣営では，ソ連の主張を正当とする共産党を除き，左右両派社会党には

諸々の主張があった。そして政界再編の第1着として社会党の統一が実現

したとき，その政策大綱において「平和的方法によって本来の日本の領土

（小笠原，沖縄，ハポマイ，シコタ y，千島および南樺太）の完全な日本

復帰を実現する」と謡われ，当面の日ソ交渉には暫定協定方式を認めなが

ら「領土については，アメリカ関係の小笠原，沖縄と関連してハポマイ，

V ヨタ y，千島，南樺太の返遷を要求する」とした。政権を目ざす党とし

て，ナショナリズムに訴えようとしたこともあろうが，左派の一部に対米

従属反対は対ソ従属にも反対して始めて貫き得るとの主張があったことを

看過し得ない。次いで保守合同が実現したとき，新党の緊要政策の中，日

ソ国交の合理的調整として「領土についてはハポマイ，シコタ y，南千島

を無条件にJg遷せしめる」ことを堅持することとして，鳩山政権の早期妥

結に止動をかける企てがなされた。日ソ交渉が「国交回復に関する共同宣

言jなどの方式で行なわれたとき，暫定方式を認めた社会党には不満が表
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面化しなかったが，自由民主党にあっては後継総裁をめぐる思感とからん

で執劫な反対が行なわれた。

北方領土が問題となるときには当然，南方の領土回復も問題化する。沖

縄に関しては1955年はじめから自由人権協会（理事長海野晋吉）を中心と

する人権侵害反対の運動が展開され，国会においても問題となった。アメ

リカ側でも同年10月プライス下院議員を団長とする調査団を送って実情を

調査し，いわゆる「プライス勧告」（接収地の補償を一括払いとすること

が中心となる〕が翌56年6月に発表された。これが米軍の土地政策に対す

る住民の不満に泊を注く、結果となり，〔 1）地代の一括払い反対，〔2）新規

接収地反対，（3）地代の値上げ，（4）損害賠償の実施の4原則を掲げる島

ぐるみの抵抗が展開された。これに呼応して本土でも，土地問題の解決促

進，祖国復帰などをスローアfyとする沖縄放援運動が展開された（7月4

日，東京に沖縄問題解決国民総決起大会が閲かれる〕。これに対しアメリ

カの当局は「沖縄返遷は極東に緊張の続く限り認めぬ」あるいは「沖縄基

地新規接収の基本方針は変らぬ」などと強硬な態度を変えなかった。沖縄

の基地としでの重要性と日本の防衛努力に対する不満とが，この態度を裏

付けていると思われる。世論調査の結果は，圧倒的に本土復帰を支持する

が，これは国民全般の戦争反対，軍事墓地反対の気分の表明とも連なる。

旧軍人（例えば野村吉三郎）や保守の陣営（例えば渡辺鉄蔵）では日本の

再軍備こそ沖縄返遷を早めるという意見もあった。また抗議運動は却って

アメリカの沖縄占有の意思を強めるとの批判もあったが，民衆は素朴に祖

国復帰を願い。革新の陣営はこれを支持した（例えば総評と社会党との

「沖縄と砂川基地問題のための一億円ヵγパJ）。国会も超党派で「南方同

胞援護会「を政府につくらせ，沖縄，小笠原における諸問題の解決と島民

保護とに当らせた。この間に「世界」は「沖縄は訴える」（1956年9月号〕

を特輯し，啓蒙に努めるところがあったのである（以上については前出メ

yデルの著書第5章が参考になる〕。

沖縄，小笠原と並んで，圏内基地の問題も激しい紛争を生じた。すでに
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1955年，米軍の北富士演習場使用に関して問題を生じ，また同年の防衛分

担金折衝妥結のための飛行場の拡張を実施しなければならなくなった結果，

各地に紛争がおこり，砂川はこの中，特に著名となった。すなわち， 56年

10月，砂川の強制測量を強行しようとして，地元側と警官隊との聞に流血

の惨事が生じたことは強く民心をとらえ，警官隊の暴力や国会議員が抗議

の先頭に立つことの可否などにも論じられたのである。そして同胞相争わ

なければならぬのも日米安保体制のためではないかという反省に連なる

（「朝日」 15日，［毎日」 16日，各社説，なお「世界」 12月号には「砂川＝

私は見た』といういくつかの報告がある）。越えて翌57年2月，相馬ケ原

演習場における米兵の日本婦人射殺事件，あるいは陸上自衛隊の夜行軍演

習において隊員が死亡する事件がおこり，同月28日には安全保障条約付属

行政協定締結後5週年を迎えて，学者文化人538名が砂川流血事件の目を

おおいたくなる不幸に鑑み，「日米安全保障条約を再検討せよ」と声明し，

広く国民の協力と支持とを要望するに至った（「朝日」 3月1日朝刊〉。

石橋首相の病気による辞任の後を受けて岸内閣が登場するが（1957年2

月〕，岸首相の閲歴から来る彼の外交・防衛政策に対する内外の革新の側

の疑惑は強かった（藤原弘達『宰相岸信介論』「中央公論」，1957年4月号を

参照）。岸は石橋内閣の外相に就任したとき早くも「今後対米外交を特に

強化するJと述べていたからである。しかし岸所権の先す1直面した外交問

題は，イギリスのクリエマス島における核実験反対の運動であった。世論

も圧倒的にこれを支持した（「朝日」の少し遅れて7月に行なった世論調

査では90パーセγトが実験反対〉。参議院も「原水爆実験禁止に関する決

議」を行なった（3月15日〉。岸政権もこれを放置し得ず，抗議を重ね，

松下特使を派遣するなどした。「世界」は「クリスマス島水爆実験に抗議

するJを特額し（5月号），その中で矢内原忠雄は「原水爆実験禁止の要

求は，反米英親ソの声でないことはもちろん，反米英ソの芦でもなく，

一実に文相の誤りたる使用に対する人類的反対の声である。サタ γ的破壊

力の空中からの落下に対する地に住む人間のうめき声である。叫びであり，
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祈りである。そういう意味では，国際連合も，原水爆を持つ国々にも，こ

の民の声をぽ神の声の反響として聞かねばならない。」と述べた。しかし

岸政権の真意はなお疑わしかった。アメリカ原子力部隊の駐留の報道が流

されたとき，首相はその駐留を拒否する。自衛隊を核武装する意見はない

と事べながら，一方では「核兵器という名がつくからすべて憲法に違反す

るとはいえない」（5月7日，参議院内閣委員会における答弁）などとい

ったからである。第26国会終了後に岸は東南アジ76カ国を訪問して原水

爆実験禁止と軍縮促進とを訴えたが，この旅行はむしろ岸の個人的宣伝の

ためと受けとられ， 「アメリカのよい友人であり味方である」ことを印象

づけて，来るべき訪米に備えたものと観測されたのである（戸川猪佐蔵

「昭和外交史」雪華社， 1962年， 305頁以下参照〕。

岸の訪米の意向は既に3月，駐日アメリカ大使に伝えられ，その中心的

話題が防衛問題となることは当然に予想された。これをふまえ，「中央公

論」（ 5月号）は「安保条約改廃をめぐって」を特集して， 2月28日の学

者・文化人の声明以来の論議の展開を図った。崎山政道は「安保条約のパ

ラドックス」と題して， 「 ー安保条約， 行政協定の改廃をめざしてこれ

を再検討するに当っては，まず，サyフラ γシスコ条約に基因する安保条

約の締結そのものが，はなはだ複雑なパラドッグスを含んだものであるこ

とを認識してかからねばならない。」とし， パラドックスの発生原因がア

メリカの防衛戦略にあるのみでなく，日本の防衛体制が末決定，無準備で

あり，情勢に対する的確な見透しを何人も何閏ももちえなかったため，安

保条約は暫定的な意味において無期限とされている，これを解明しなけれ

ばならないと説く。そして進んで，安全保障条約における集団安全保障の

変則性，その内容の片務性，または不平等性と，それの行政協定への持越

しなどに含まれるパラド γグλを指摘し，それらの解決のために，（ 1）安

保条約を一定期限を付して失効せしめるため，防衛力漸増計画をアメリカ

と協議の下に実施すること（そのためには憲法第9条l項の改正が必要〉，

( 2）従来の日本の集団安全保障制度に対する否定的な消極的態度を改める。
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という 2点を提案している。

これに対L山川均は同じ特集の中に「サンフランシスコ体制からの解放」

という一文を寄せ，アメリカの意に反しないで安保条約を改廃できる唯一

の道は，日本の再軍備と憲法改正に連なるとL，安保条約の改廃サンフラ

yシスコ体制lからの解放という見地からでなく， 「不平等条約」の問題と

して取上げられる場合の少くないことを見て， 「・ 0・安保条約改廃の世論

が高まることは望ましいことではあるが，この世論が軍備の増大と憲法改

正を推進する力として利用されたり，またそういう力に変質する危険を十

分に警戒しなければならない」と説く。山川には，安保条約の即時廃棄を

要求する世論を盛り上げることによって，日本に対するアメリカの支配層

の認識を改めさすことが，困難ではあると知りつつも，「段階的」に改廃

するより現実的と思われたのであり，事態は日本国民の抵抗の強さによっ

て決定する。この特集の，この外の寄稿を見ると，当時の日米安全保障体

制の歴史的展望と問題点とが示されていて，将来の新安保条実の成立の過

程に現われる議論を略々予測させる。

岸の訪米（6月16日出発， 19日 21日日米会談〕は， 「日米新時代」の

到来を福って華やかに演出された。アメリカ側が岸を日本における保守長

期安定政権の選手とLて迎えたことも当然とj思われるが，岸の側でも，そ

の期待に応えるべく，反共の立場を随所に明らかにし，自由諸国との団結

の強化，中立主義の否定，（6月21日ナショナノレ・プレス・クラブにおけ

る演説〕を明言した。日米会談の結果，発表された共同声明を見ても，同

時にロンドyにおいて進行していた国際連合の軍縮小委員会などは無視し

たかのように，「両首脳は， 位界大戦の危険は多少減少したけれども，国

際共産主義が依然として主要な脅威であることに意見が一致した。したが

って両首脳は，自由諸国民はその力の保持と団結とを続けねばならぬ，と

いうことに同意し合った。日米双方とも，自由世界の戦争阻止力というも

のが，最近数年の問，極東と全世界への公然たる侵略を阻止する上に有効

であったことを，認めたのである。」と書き出されている。渡米前に岸首
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栢は，具体的問題の解決ではなく，具体的問題を将来処理する上での基本

的な考えを話し合いたいとして，いわゆる「おみやげ論」を排した〔例え

ば中央公論」 1957年5月号の対談を参照）。従って安全保障条約の改定に

ついては「これらを議するため，日米政府の合同委員会を設置する」こと

に留まり，核兵器の禁止について「軍縮にのぞんで，岸首相の見解を考慮

する」とのみ記され，沖縄，小笠原についても「極東に脅威と緊張がある

限り，現状の維持が必要である」と述べられただけであるのは当然ともい

えよう。そして在日米地上軍の撤退が認められたことは歓迎されるとして

も，自ら進んでアメリカの世界戦略の傘下に入ったことを蔽い得ないとす

る見解が多く行われ，期待した「岸ブーム」を沸かすに至らなかった。そ

れよりも，岸がこの旅行を機に園内における対決の姿勢を強〈打出したこ

とにより，来るべき内政，外交にわたる諸施策に危倶の表明されることが

多かった。有村卯平は「岸渡米一ーその後に来るもの」〔「中央公論」 1957

年8月号〕を「とりわけ今回の”対米忠誠外交”が具体的な議事日程に上

って来た時，民族的反挽を背景に保守党の動揺は再び政界の中心課題とな

って来るのではなかろうか。」と結び，また山川均が『星条旗のもとに

一一日米共同声明の意味するもの一一』（「世界J,1957年8月号〉に，「星

条旗の下に立つという保守勢力の独裁は，はたして安泰だろうか。ここで

も疑のないことは， ドノレと星条旗の進むところ，国民の分裂と対立は，ま

すます深刻さを加えるにちがいないということである。」と述べたのも，

将来の事態を予測する点で概ね軌をーにするものといえ主う。

このような予測に立って「世界」は「日米新時代 民主主義試煉の時

期はじまる一一」 (1957年10月号）を特集した。その冒頭，上原専稔は，

「日米新時代Jの合意が， 「国民の側からと世界の諸国からとの批判や反

撃を受けるであろうことを日本の政府当局は，恐らく国民自身よりも，い

っそう鋭く察知している，JとL，文教政策における「修身科独立の意向，

日教組対策の強化，憲法調査会の発足，秘密保護法制定への動きなどを指

摘し，「安全保障に関する日米委員会」の発足に伴う軍事化の進展を警告
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し，平和と民主主義とを擁護することが容易でないことを訴えている〔「日

米新時代」は実現するか」〉。岸信介がいよいよ「地ガネを出す」という観

視は広く見られるに至ったのである。岸首相の訪米は安保改定に直結しな

かったけれども，アメリカの世界戦略に沿う改定の方向は今や明かであり，

それが保守の陣営の主流をいよいよ能動化する。その意味において日米安

全体制に新しい時期が画されたといえよう。改定の実行は事態の一般の推

移にかかるのみとなった感がある。

結び

1958年9月11日，ダレ兄国務長官と会談した藤山外相は，アメリカ政府

から日米安全保障条約改定の交渉開始に同意を得た。国内では教員の勤務

評定問題が激化し，東京都内の大学学長が斡旋に立上った日である。アメ

リカの同意は恐らくスプートニク以来の世界戦略の変化と，近くはνバノ

y，台湾海峡に激化する抗争に直面しての国際政治的考慮と，衆議院議員

総選挙を乗切って安定したと見える岸政権への信任との表明であろう。こ

の改定が交渉開始から批准までにl年11ヵ月にも及ぼうとする歳月を要し

たのは何故か。当面，憲法の枠内で両国の対等と双務性とを如何に処理す

るかという疑問，そしてこれをめぐって，局地的に激化する国際情勢に敏

感であるアメリカ上院の意向を考慮しなければならないという事情など，

アメリカ側にも困難はあったであろう。しかし，何よりも重要なのは，日

本のiJ!Uにおける政府・与党の指導権の争奪をめぐる不統一，そしてそれを

蔽わんとして現われる反対勢力の抑圧の姿勢であったといわなければなら

ない。選挙を乗切っても，岸内閣には民衆の支持が上昇するどころか，む

しろ次第に低下し，結局その最低点において退陣を余儀なくされたことは，

この期間の世論調査の示すところである。しかも，その過程において，勤

務評定に加えて警察官職務執行法の改正案を突如として議会に提出し，こ

れによって国民各層の反対を呼びおこし，後退を強いられたことは，安保

改定の意図に疑惑を強めることにさえなった（例えば清水幾太郎『国民D
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安全保障』，「世界」 1959年1月号〕。与党の統制に困難して， これを民衆

の抑圧に向ける非民主的行動が岸政権のとるすべての方策を，民衆に対す

る不信と映じさせる。ここに日本の安全保障の問題が「日本の民主化のゆ

くえ」と密接に関連することを再思させる機会が来た。

日米安全保障条約は，既に見たとおり，締結以来，保守の側にも草新の

側にも不満を生じたものであり，その共通の不満を部分的改定によって拭

い去ろうとする構想が外交当局になかったわけではない。しかし「日米新

時代の到来」を印象づけたい岸首相は新条約の方式を求めたといわれる

（岡田任雄「政治の内幕J，有紀書房， 1959年を参照〕。それと園内対決の

姿勢とが重なるとき，問題は否応なく党派化する。更に国際情勢の観測の

相違がこの対立を激化する。その最たるものは日中国交回復であり，それ

が岸政権の登場以来，「静観」と称する手づまり，ないし冷い対立の状況

にあったのである，（これに関しては特集「”静観”は許されるか」「世界j

1958年10月号を参照〉ロ中国外相陳毅は日米安全保障条約改定の交渉を既

に「米国は日米をそのアジアにおける侵略の道具にしようとしている」と

非難し，「日本が平和な中立の国家となること」を期待している。 この時

期における安保改定が中ソの側を刺激すること，そして安保改定よりも日

中国交回復，そして中立を，というのが改定反対派の主要な主張となって

いたのである（1959年3月に結成された安保改定阻止国民会議のスロ｛ガ

y参照〉。

警職法改正に失敗し，延いては反主流派三閣僚の辞任によって動揺した

岸政権は，その存続を安保改定の成就に賂けた。しかし改定の要綱さえ容

易に党議として決定し得ぬ有様であった。そしてその調整に略々 1年を費

したのである。この聞に政府の交渉方針も明確でないまま国内に改定に関

する反対の論議は沸き，ために最大の野党が分裂するまでに至った。しか

し民衆には，この論議が必ずしも理解できたとは見えない。内閣官房審議

室の数次の調査がこれを物語り，政府の弘報の不足とともに改定反対運動

の穆透の限界の指標ともなる。そして遂に問題は殴昧にされたまま改定が
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強行されたという憾みが深く残る。ただ民衆は国際情勢は緊張緩和に向い

つつあると見，ひたすら核戦争を恐れ，日本の防衛力については現状維持

を求め，アメリカとの友好は保つが，その軍事墓地の撤去を願っていたの

である。この民衆に対L，政府・与党は国際情勢の緊張緩和の希望をよそ

に何故に対決の姿勢を強めるのかを説得しなかったし，反対運動の側は民

衆の平和への希求を充分に組織し得ず，遂に力の激突となったのである。

改定反対の論議は「世界」と「中央公論」そして新しく登場した「朝日

ジャーナノレ」に主として展開されたが，そこにも当然に論旨の振幅が見ら

れた。その最も包括的なものは「政府の安保改定構想を批判する」と題す

る共同討議の報告〔「世界」 1959年10月号）である。これは鵜飼，久野，

都留，中野，丸山などの平和問題談話会の会員に新に少壮の学者，文化人

十数名が加わって作製されたものであり，（1〕わが国の自主性確立のため

の安保体制解消の必要，〔2）日本の自主性を取戻すための最低限の条件，

( 3）安保体制に代る安全保障に関する若干の可能性，を当面の情勢に立っ

て暫定的に示そうとした。すなわち国際共産主義の侵略から日本を守るの

は，日米軍事同盟より以外にないとする政府の構想，およびその支持者の

立つ前提に対する全面的批判であり，只プ｛トユグ以来の国際情勢に立っ

て，軍事同盟のみによる安全保障に深刻な疑惑が生れている事実に基いて

展開されている。そして一切の軍事同盟からの中立，国連の強化，緊張緩

和の促進への寄与，さしあたっては日中国交回復による「積極的中立主

義」を唱え，その保障の方式としてオーストリアの例，本来の意味の地域

的安全保障などをあげている。

その他，与党の中にも早急な改定に反対するもの（宇都宮徳馬）があり，

また廃棄を終局の目標とするか，半独立から真の独立に向う改定は必要と

するもの（田畑茂二郎や猪木正道）もあった。そして即時廃棄論と段階的

解消とが社会党の分裂にも連なったことは衆知のところである。

1960年1月新しい日米安保条約が調印され，その承認が衆議院の特別委
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員会において論戦に密接に対応して展開されるに至った。その詳細はきで

おき，条約にいう極東の範囲，事前協議の問題，条約に規定された相互防

衛の限界，更には対中ソ関係の悪化に如何に対処するかなど，日本の安全

保障体制の根本問題が提出され，それに対する政府の答弁の動揺は国民の

疑惑を却って強める結果となっていった。この間ソ連は新条約の成立を見

れば，ハポマイ，シコタ yを返還しない旨の対日覚え書を発L U2機事

件，パリ頂上会談の流会など国際緊張の激化を思わせる事件が相次いだ。

そのような状況において展開された反対論の中，新しく注目されるのは西

春彦（例えば「中央公論」 2月号， 4月号），田尻愛義（例えば「世界」

4月号）など旧外交官の発言であった。伝統的外交の立場からも，当面の

安保改定が国際情勢の悪化を懸念させたのである。革新の陣営の論議には

引続〈共同討議の結実『ふたたび安保改定について」（「世界」 2月号〉の

ように問題の経済的側面にまで亘って論じたものもあったが，改定阻止の

運動論にその精力の少なからぬ部分を割かれていた感がある。前年11月の

全学連を先頭とする国会進入がその犬きな契機となったことは言うまでも
＇＂ぎ同

ない。いわゆる「巾広論」をめぐる論議がこれであった。

遂に運命のs,5月19日が来た。そして20日未明の衆議院における与党

の単独採決強行が安保改定の論議を民主主義擁護の闘争に転化させたので

ある。世論（例えば世論科学協会による束京区内の「新安保条約に関する

調査」一一5月末施行ーーを参照〕も，新聞の論調（「朝日J「毎日」「日

経」などの5月20日以後の社説を参照）も，議会の解散と岸政権の退陣と

を求めていった。学者，文化人，芸能人，そして一般市民主でが街頭に出

た。このとき生れた「民主主義をまもる全閏学者・研究者の会」には，こ

れまで改定阻止の運動に必しも積極的に参加してはいなかった多くの人々

が集った。日本の民主主義が危機に瀕したと感じられたからである。国会

周辺に，そして職場に，学園に，月余にわたる激動が続いた。いわゆる西
ラ，オ勺》

l!i:民主主義国の人々は，これを暴民視した。しかし改定阻止の運動方法と

して，それが路線を分裂させたか否か，この激動の中に外交・国防の路線
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の選択という問題が見失われてしまいはしなかったか，などの自己批判は

暫く措き，それが民主主義擁護運動であったが故に，かくも多数の人々を

動員し得たのも事実である。それは街頭に出た人々を異常な集団心理の対

象として分析することを以ても終らない（例えば JamesCarey ・japan
Today, Reluctant Ally, New York, 1962, esp. ch.12. The Beast in 

the Street参照〕，議会制民主主義の把握の根本問題である。議会という

制度を神聖視して，そのルーんに固執するか。はたまた議会制の奥にある

もの，それを成立させる根拠をまで問うべきか。民衆の街頭示威の激化を

前に報道界の論調が議会11lJに対する院外圧力の抑制へと力点を推移させる

のを見て，丸山真男は「復初」を訴える（『復初の説」「世界」 8月号）。

また議会制のノレールにより個別の問題に関じて国民の意見を直接に表明す

る機会のないもどかしさから辻清明は「むしろ国民投票法の制定を」 （「世

界」4月号〕と提唱する。また政党の指導性の欠如から無党派活動家への期

待が現われる。これはすべて議会制民主主義を担う政党の体質に回帰する。

あるいは政党制の統合力の問題である。街頭に出た民衆は政党制が民主主

義を機能させ得ない危機を直感したのである。岸首相も指摘したように，

街頭が示威の民衆に溢れるとき，映函館も野球場も満員の観客を集めた。

しかし，それは民衆が政情に安堵していたからではない。経済的要求では

統一罷業を打出し得なかった労組が，この問題では統一罷業を整然と敢行

したのである。権力者はむしろ街頭に出たものの多大さに深く反省すべき

であろう。国際共産主義運動がこれを演出したのではない。国会の多数が，

その行動によって不信を買ったからである。議会制のノレーノレを憶にとり，

民主政の院内主義的解釈に固執することをもってこれに応えようとするこ

とは問題の実質をそらすものであり，民衆の不信の上に民主主義は生き永

らえ得ない。このような事情を海外に訴えて理解を得ょうとする企でもあ

った（「朝日ジャーナル」 6月25日掲載「アメリカの友への手紙」，その他，

種々のグループの海外投書などがある）。その効果は量り難いが，市民の

運動が，ここまでの努力を生んだことは注目してよい。特に岸政権が，こ
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の激動の最中にアイゼγハワ一大統領の訪日を強行しようとし，報道界が

同調したとき，アメリカの識者にその機でないことを訴え，岸政権の政略

的無謀を却けた，、々のあったことを記憶しなければならない。

× x x 

本稿は講和から岸首相の訪米による「日米新時代」の到来までの安全保

障に関する論潮をたどり，保守政権によって，戦後日本の安全保障の方向

が固められて行く過程を見た。安保改定はその帰結であり， H本の安全保

障問題に一期を画したものといえよう。そしてその具体化が民主主義の擁

護をめぐる激動を惹起したことは講和以来の政治過程から見て当然ともい

えようが，またわれわれに深刻な反省を迫るものである。何故なら，安全

保障は堪.＆＼£，国際平和の絶えざる探究，当面は少な〈とも冷戦の解消への

不断の努力と不可分であり，大衆デモグラシーの到来した現在，それはノ

イマンのいうように個人のレヴェんから社会集団，国家のレヴェノレを経て，

国際関係にまで連なる射程をもつからである。民衆にこの重層を理解する

ことが，あるいは理解させることが困難であることはいうまでもないJ民

衆は卑近のレグエルで，消極的に平和を願う。その意味で安全保障の問題

は民衆に不安を醸しがちである。故に民衆の福祉の向上が表面的にせよ実

現して民主主義を桓歌させ，それが「憲法感覚」となって定着する面をと

らえ，そこから新しい国民的自覚をよびおこすことと離れて，国家の安全

保障はあり得ない。その関連を憲法改正の形で復旧的に樹立しようとして，

民衆を不安にすることが果して安全保障を確立する途であろうか。保守の

陣営にも，この聞の消息が漸く意識されて来たのか。 1970年に備えるため

と見られる防衛論議が保守の側のイュシアティグによって開始されるのを

昨今見るにつけて，問題の再考を迫られる感が深い（本年4月16日外務省

発表「日米安保条約の問題点について」参照〕。草新の側ではナショナリ

ズムとの対決が課題となる。民主主義と国際平和とは，新しいヴィジョ γ

を持つナショナリズムという主体的な中間項を欠いてその実現を期すべく

もないからである。〔坂本義和『革新ナショナリズム試論」「中央公論」 19
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60年10月号参照〕。

情勢の推移に従って安全保障の問題に対処する態度は確かに柔軟性と構

想力とに富まねばならぬ。しかしそのような接近も前述の個人から国際関

係に及ぶ文脈を忘れ得ない。それが民衆に問題の理解を如何に困難にしよ

うと，この文脈において間い，この文脈において説得し，啓蒙する以外に

途はない。責任ある世論，すなわち民主主義の可能性への信頼を欠いて安

全保障の問題を解くことは出来ない。それを本稿の蔽う時期が既に明らか

にし， 1970年もこの展望に立たさ．るを得ないとJ臣、われるのである。

資料

安全保障なとーに関する圏内の論調

（昭和24年1月一-32年6月〕

1. 新聞社説・投書（朝日・毎日・日本経済）

a. 講和問題

昭和24年3月4日，朝日新聞は社説にマ元師の「日本は東洋のスイスた

れ」との声明を取上げ，その実現は現実には米ソ両陣営の保障が必要であ

り，日本としては政治的独立，経済的自立，精神的国民連帯が必要と述べ

た。しかし翌年3月15日には，非武装日本の安全不可侵を守るという態度

は連合国側に見られないとして，日本自身が他のあらゆる犠牲においてこ

れを求めねばならぬと説いた。これに対し日経は5月3日，全面講和論に

は次善の策が欠けていると指摘，毎日も10日この点を突いて占領継続は不

利なるが故に単独乃至多数講和に賛成することを明かにした。

講和問題の論議の仕方については，朝日と日経とがよりよく国民に知ら

せるべきことを説いている（朝日， 24年6月10日， 11月25日，日経， 25年

8月5日）。特に25年4月26日の朝日が，揚足取りや相手をやっつける事

のみにとらわれた議論でなく，建設的議論の充分な発展によって国民の総

意を統合するよう心掛くべしと述べているのは注目に価する。
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b. 安保問題〔含・自衛問題，旧条約と関係問題， MSA，改定問題）

講和条約と同時に締結された安保条約に関しては，毎日が昭和26年7月

13日，将来における日本再軍備義務化の根元となりうると指摘し，日経が

同年9月28日，日本はこれにより再軍備の道義上の義務を負ったと述べて

いる。しかし日経は特に安保条約が講和成立後，独立国としての日本との

聞に結ぼれたものであり，よって来るべき義務も日本の自主性において負

うべきととを8月18日， 12月11日に説いている。

安保条約の本質を如何に解釈するかの問題については，日米両国の安全

を一般的に保障するものであり，仮想敵国を作るものであってはならない

こと，文それは暫定的な取極であることが指摘された〔日経， 26年9月9

日，毎日2月11日〕。 29年になると東南アジア集団防衛機構問題にからん

で，日本の防衛責任範囲の過度の拡大を戒める意見が出，又自衛隊発足に

当って翌30年には防衛力をどこまで伸すのか，日本経済安定が先決問題で

あるとの説が見られる〔毎日・29年4月16日，朝日・30年5月2日）。行

政協定については，毎日・朝日・日経が26年末から27年初頭にかけて，要

求すべき条項，日米間解釈の一致すべきこと，裁判管轄権の公正などにつ

いての希望が出されている（毎日・26年11月22日，朝日・27年2月11日，

日経・同2月21日〕。文この頃属人的管轄権の弱さを嘆き，連合国は日本

を対等に扱えと要求する投書もある（朝日・27年11月18日〕。

MSAについては，朝日と日経とに，援助が自衛力漸増の強制となり，

後に再軍備の要求となることがない様，政府は国民世論を尊重しながら公

正な取引を行えと述べられている（朝日・28年5月24日，日経・同6月27

日〉。

砂川問題の取上げ方は朝日・毎日が目立つ。朝日への投書は政府の条約

尊重の立場も理解するが，緊張緩和の世界情勢の中で軍事基地の必要と精

神的友好との軽重を問うべきであるとして世論を激励L，その社説は基地

調！と反対運動側との対立が感情的に過ぎる点を指摘，議会活動を通じての

反対を心掛くべしと説いた（朝日・31年10月16日「声」， 10月15日「社説」〕。
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毎日はこれを外交問題として取上ぐべしと言い，地元民には経済的補償を

以て解決すべしと説いている（毎日・ 10月5日「社説」〕。

安保改定問題については30年8日の重光・ダレス共同声明以来新聞論調

に目立つ様になったが，この戸拐に関して朝日は，条約実施上の摩擦除去

の期待を満さないと失望し，日経は防衛力増強の約束を見て憲法改正問題

を含む基本方針の明確化を要求している（朝日・ 9月2日，日経・同）。

32年2月28日，学者・文化人による安保改定要求戸明書が発表されると，

毎日と朝日は安保条約の廃棄論は代るべき安全保障方策なくて無責任，新

条約切換は改憲の見通しが出来ずには困難であろうから漸進的改定が望ま

しいと述べて，例えば防衛義務の片務i性，間接侵略条項，行政協定に明記

のない米軍配備の条件（核兵器持込問題等）の論点の改定が要望されてい

る〔毎日・ 4月22日，朝日・ 4月28日）。また岸の訪米に当って毎日は，

日本はアジア全体における日本の立場を米国に理解させ，アジア開発の主

導権を握るべきことを説き（6月16日〕，日米会談の成果については朝日・

毎日・日経の3紙とも社説に論評を掲げているが，朝日は全国民の要望よ

り保守政権強化のための色濃しと見，毎日は米国の対共産圏強硬政策に認

識を新にせよと言い，日経は安保改定問題は条約廃止以後の防衛問題に真

剣な考慮を要求すると述べている（朝日・毎日・日経，いずれも6月23日〕。

c. 憲法改正問題（含・再軍備論〕

第9条を中心とする憲法改正問題は，講和条約締結の年， 26年初頭より

新聞紙上に論議される頻度が目立つ様になる。朝日紙上における「再軍備

問題と憲法」連載 (1月19日より）をはじめとし講和後は締結された安保

条約をめぐってこの問題の論議が続く。

自衛の根本精神を問題としたものとしては，毎日に再軍備促進の立場に

立って，自衛精神の火除は憲法第9条に関係ありとする社説があり（27年

1月9日〕，投書としては属国的状態から脱するのに再軍備を必要とする

ものがある〔毎日・ 2月17日〕。毎日はこの様に早くから再軍備問題をと
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り上げたが， 28年7月21日には憲法解釈の陵味性を問題とし，これが憲法

不信感を国民聞に椴えつける心配を指摘， 9月4日には憲法改正への決断

の必要を示唆した。この傾向は30年5月3日には改憲論の正面からの主張

となる。

朝日の改憲問題に関する論調は28年12月16日の憲法改正不要論以来一貫

性を見せはじめ，翌年5月3日には安保条約も平和憲法の精神と両立すべ

きものと説き， 30年1月4日には現今の改憲論は不可避的必要性のあるも

のではない事を指摘，憲法を育て上げる努力の要を説き，翌31年1月3日

には改正よりも理解が先決であると述べている。しかし32年5月3日には

広淑試案の発表に関連して再軍備論の否定し難い努力を認め，改憲すとも

平和主義・民主主義の根本をゆるがすべからずと説いている。

日経は旧安保成立による日米共同防衛体制が必然的に再軍備にまで進ま

ねばならぬことを27年2月2日に指摘し，問題は国民の自発的意志にある

として世論説、導が行われるかもしれぬという点に注意を喚起した。しかし

29年10月22日，自民・改進両党の改憲案を批判して，いずれも民主主義，

平和主義，基本的人権の原理を理解していないと言い， 31年1月5日には

憲法改正問題について，民主主義国家観の後退によって進展する歴史の方

向を後向きにしてはならぬこと，権威主義へのあこがれは心理的には信仰

上の自白羽属する問題ではあろうが，それを民主主義と混同することは前

向きのものではないことが説かれ， 7月11日には憲法問題に関する限り，

社会党の方がともかく信念的であり，自民党の方はただ改憲を急ぎすぎる

感があると述べている。この様に3紙それぞれ傾向は異るが，共通の主張

として，たとえ改憲すとも民主主義・平和主義の根本原理は動かすべから

ずとしている点は注目に値する。

d. 議会民主政の問題

この期間を通じていろいろの問題に関連して政治の民主的手続の欠陥が

指摘された。先ず安保条約審議に関Lては国民世論への傾聴が要求され
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〔朝日・26年10月11日〉，行政協定， 自衛力漸増の問題に関しても政府側

の「言いくるめる」戦法を批判している（日経・27年1月26日， 2月3日〉。

再軍備問題に関しては，「先棒かつぎ」を戒めたもの（日経・27年3月16

日〉，極端な対立論をやめて現実論を， との要望がある（毎日・28年3月

28日〕。憲法論争については，政争の具に供するなかれとの論（日経・ 29

年3月17日〕，国会議員の軽卒な発言を慎むべしとする論〔朝日・ 80年7

月7日，毎日・同1月9日〕， 民主政の根本には国論の共通基盤が必要で

あるとの指摘（日経31年1月5日〕，「嘘のない政治」こそ改憲への早道で

あるとする論（日経・31年5月3日〕，社会党は政権獲得後の憲法改正案

を示すべきであるし，保守側も基本的人権，社会保障の拡充など，「思い

きった案」を出しでもよいであろうとの意見などがある（日経・32年5月

3日）。

2. 雑誌論文・アンケート（世界・中央公論・文芸春歌）

a. 講和問題

講和問題に関する雑説論調の中で，この期間に含まれる最初の重要なも

のは， 24年3月号の「世界」に載った「戦争と平和に関する日本の科学者

の声明」であろう。それは科学者の立場として言論の自由が戦争防止，平

和擁護に不可欠な条件であるとして，ユネスコ発表の平和声明の内容を確

認しつつ，自ら10項目の見解を表明したものである。それらの項目の中に

は，「平和は単なる現状維持によって獲得されるものではなし現実の積

極的改造をまってはじめて確立されるものである。即ち社会組織及び思惟

様式の根本的変化を通じて，人間による人聞の搾取が廃止せらる時にのみ，

平和はわれわれのものとなることができる。」「われわれは一切の自然的素

質の問題を別にしても，凡ての人種が福祉の享受に対して平等の権利を有

することを主張し，この点における不平等こそ戦争を誘発するー要素であ

ることを主張する」と述べ，また「凡ての人聞は知る権利を有する。

この権利が無視せられるならば， E交通過信手段〕進歩は逆に誤解と戦争
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とに奉仕するものとなる。」 として世界各地の事件に対する国連の権威あ

る客観的報道の提供を望んでいる。

翌25年の「世界」の中では3月号・ 4月号及び12月号にそれぞれ注目す

べき論調が表れている。 3月の「講和問題についての平和問題談話会声明」

は，前掲の科学者声明に引続いて組織された京都および東京談話会の合同

討議の結果を声明として発表したもので，その結論は4ヶ条から成り，

l. 講和問題について，われわれ日本人が希望を述ベるとすれば，全面講

和以外にない。 2. 日本の経済的自立は単独講和によっては達成されない。

3. 講和後の保障については，中立不可侵を希い，併せて国際連合への加

入を欲する。 4. 理由の如何によらず，如何なる固に対しても軍事基地を

与えることには”絶対に反対する，というものである。 4月には安倍能成

の「平和への念願」と題した論文があれわれわれは自ら徹底的平和主義

を堅持して軽々しく身を売らぬ態度を守るべきであれ日本の軍国主義を

粉砕した連合国の原理に基いて世界平和と人類の幸福を支える，高貴なる

原理を確立すべきものであると述べ，窮極的には世界連合政府による安全

保障の確立が望ましいと述べている。 12月には「三たび平和についてJと

題する平和問題談話会の研究報告があり， 3章から成る論文の中に対立す

る二つの世界の中における日本のあるべき姿を函き出そうとしている。こ

の中，第3章は憲法と再軍備に関するからC項に述べることとし，第1章

「平和問題に対するわれわれの基本的な考え方」では，戦争が本来手段で

ありながら，もはや手段としての意味を失ったこと，原子力戦時代におけ

る世界戦略は最も現実的たらんとすれば理想主義的たらざるを得ないこと，

思考方法が平和の問題に重大な関係を持つこと，又問題提出の仕方により

処理の方向が変化することが論ぜられ，現在全面講和・中立論者に対する

批評乃至悪罵は，タブーを摘にとった威嚇的言辞，忠臣逆臣的な価値判断，

敵性国家の設定等々が悉〈出揃っていること，主体的立場と全く無関係な

「客観的認識」などというものはありえない。問題設定の仕方で現実処理

の方向が変化するのであるから，われわれは二つの世界の対立を，戦争に
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訴えずに調整される可能性を信じ，その可能性を少しでも押し拡めて行く

ように思考と態度を方向づけて行くべしと述べられている。第2章「いわ

ゆる「二つの世界」の対立とその調整の問題」では，イデオロギー上の対

立は直ちに戦争を意味しないこと，自由民主主義対共産主義という図式以

外に他の次元での対立が交錯していること，米ソ両国とも極力全面的衝突

を避けようとしていること，二つの世界の並存を高度化する諸契機として

世界政治の両極化に対する牽制的要素，米ソ両国共同の危険性（例えばフ

ァシズム再興，植民地ナYョナリズムの問題等），国連の役割，両体制の

接近が挙げられることを述べ，われわれの主張する「中立」はこれら一般

的根拠から必然的に流出する原理的態度であって，時々の客観情勢に左右

されるような便宜的政策の問題ではないのであり，それは一切の国際紛争

に対して日本から進んで介入参加することを絶対に避ける態度堅持を意味

すると述べているのである。

翌26年の「世界」には4月号にーっと10月号にこっ注目すべき論説があ

る。 4月号の勝間回清ーの論文「講和の問題と講和後の問題とを区別せよ」

では，筆者ーはポツダム宣言の意を受けた日本人の努力の結果として第2次

大戦の後始末としての講和を念願すると言い，講和後の日本には共産主義

の圧力による二重政権と内乱のおそれがないとは言えないが，日本の自衛

と，現在論議されている世界的再武装の一環としての日本再武装問題とは

別個の問題とすべきであると論ぜられている。 10月号には都留重人の「対

日講和と世界平和」が載っているが，筆者は戦争についてと同様平和につ

いても，それが健全な社会発達の副産物として得られ石ものであり，平和

そのものを追うことは幸福そのものの追求と同じく，抽象的観念的となり

やすいものであることをわれわれは知らねばならぬと述べ，平和への条件

を満す努力をせずして口先だけの平和を求めることの無意味を説き，それ

が可能であるという信念に基く行動こそそれを可能にすると言い，現在に

おける一般的な安全保障システム実現困難の原因として権力政治論と社会

制度対立論との二重うつしを挙げている。 10月号には「単独講和と日本経
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済」と題する座談会が載録され，大内兵衛の発言がその中で注目される。

今度の講和ではポツタ・ム宣言の精神は全面的には満たされぬこと，それ故

に日本は国際的に独立国として全面的には認められないこと，今後とも全

面講和の希望と努力が必要であること，日本の防衛力増強支出に関しては

軍隊が大きくなればなる程経済は直ちに縮少再生産の形になることは戦時

中の経験によって明かであること，日本経済全般に関しては，日本と中国

との関係を前提として日本経済を立てなくては日本経済は比較的永久的な

独立国とはならぬこと，アメリカは日中関係を通じて自分の利害を計る方

が得策であること，中国市場拡大の可能性としては，日本の中国に対して

犯した罪に対する自覚と世界の舞台において中国と世界的な了解を求める

態度が大切であることなどが述べられている。「世界」誌上に講和問題が

論議されるのは大体においてお年12月迄であり，その後は再軍備論乃至安

保条約論に転換する。又「中央公論」「文芸春秋」には特に挙げるべき論

文を見ない。

b. 安保問題〔含・自衛問題，旧条約と関係問題， MSA，改定問題〕

この問題に関する上掲3誌に載録された主たる論文としては先ず26年3

月の「中央公論」に特集として載せられた「日本の運命的課題」がある。

この中で蛾山政道と横田喜三郎の論説が輿味を惹く。蛾山論文は「国際危

機下の講和問題一ーダレス演説の考察一一」と題しているが，その中で安

保問題を論じ，日本の安全の国連による保障を補うものとして，恐らくは

NATOに類似の機構をダレスは提示したが， この方式の特徴として3点

あるとし，（イ）間接脅威に対する対内措置と直接脅威に対する対外措置の

区別によって，日本の再軍備の問題は直ちに発生せず，それは講和後に純

然たる園内問題として処理すればよい。（ロ〉国連の集団安保の一環である。

（ハ〕この方式には日本の自立的精神の選択的判断の基準が織り込まれてい

る，と指摘している。横田の「国際保障と自衛」は，他国の援助のみを待

って自分が防衛をしないでよいというのは不合理であるとし，「みずから
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助けないものを天は助けない」と述べるがその自助の内容は必ずしも兵力

をもってするとは限らず，基地提供や経済的方法などが，少くとも現実に

侵略が起るまでは有効であると考え得るとしている。

翌月の同誌には「自立のための最低線」という特集が見られるが，そこ

では矢部貞治が「政治的独立の最低線」と題L，民族の独立意識が保たれ

るということが実は政治的独立の最低線であると提言L，この観点からす

れば講和後のアメリカによる安全保障は止むを得ずとするのが国民のいつ

わらざる気持であると述べ，これを受入れるに当つての若干の必要条件と

して， l 治外法権を伴う如き基地が要求されてはならない， 2 あえま

で暫定的な駐屯であること， 3 国連の原則に従うべきことを挙げている。

次いで山下康雄は「自衛権の最低線一一自衛権・再軍備論のー盲点」と題

する論文で，自衛権は戦争権と区別さるべきであり，不戦条約でも自衛権

は放棄されなかったという先例を挙げ，日本は戦争権を放棄したからこそ

自衛権があるとする考え方をとる。即ち国連憲章の下では戦争権は安保理

事会に独占集中され，各国の個別的戦争権が放棄されたからこそ，その例

外としての自衛権確認の条項が規定されねばならなかったと述べる。しか

しその適用は国内法における正当防衛の場合と同じ論理で公力救済が聞に

会わぬ場合にのみ厳重な制限付きで私力救済が許されると同様，国速によ

る措置が間に合わない場合にのみ厳重な制限付きで認められるとし，四う

の制限条項を挙げている。

10月号の「世界」には講和・安保に多少とも関連する論説が20近く載っ

ているが，殆んどすべてが全面講和を希い，それが不可能となった場合に

も平和憲法を守ることを誇りとする趣旨のものである。中でも明確な立場

のものは，横田喜三郎の「駐兵は認めても再軍備は避けねばならぬ」，今

村彰の f再ひ’教え子を戦場に送らぬために」，清水慎三の「ダレス講和・

経済協力・労働者階級」の三つであろう。横田論文は憲法に違反しない安

全保障の方途として国際的保障による方法を揚げ，国連によるもの，地域

的集団安全保障によるもの，外国軍隊駐留によるものを挙げている。今村
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のものは軍備復活を準備する資本家並に支配権力が，戦争準備としあらゆ

る国家権力を動員して勤労者とその子弟の平和思想を麻庫腐敗させ，進ん

では戦争という罪惑を勇敢に行い得る狂人にまで仕立て上げようとしてい

ると指摘する。清水の論文はダレス構想、の日本への附託は，第1に不枕究

母Tこる前線基地としての日本本土を，第2に人的資源としての日本人口を，

第3に米戦略の一環としてアジア唯一の近代工業力を目標とするものであ

ると述べている。

11月号「世界」には村川俊之の「日米安全保障条約の問題点Jと題する

論文がある。これは日米共通の利害としてソ連の圧力が真空地帯に侵出す

るおそれを認めるが，日米安保条約は2月2日のダレス演説にも見られる

如く一方的恩恵的な問題として提議され，この前提に立って条約が作成さ

れたことを指摘し，その内容はデyバ－p・決議に基く双務性の要求を満し

得ぬところから来る片務的なものであると述べている。即ち前文にはアメ

リカ軍駐兵意志の一方的表明があるが駐兵義務とは解L難いこと，日本の

再軍備を義務附けないが防衛力強化のための政治的，道義的責任を負わす

ものであること，第1条には日本がアメリカに駐兵権を許与し，アメリカ

はこれを受諾するとあるが，これはアメリカが義務を負うことなく駐兵権

を獲得したものであること，ただ前文との関係と，条約締結の経緯とから，

政治上，道義上の義務ありと解されること，日本が侵略を受けた場合のア

メリカの援助義務については規定のないこと，第l条2項には米軍使用の

場合の例示があるが義務規定がないこと，有効期聞に別段の定めがないの

も不備の点のであることを指摘するものである。

12月号の同誌には「講和と日本の進路」と題する今中次麿の論文がある

が，これは日本国憲法における自衛権の基礎を分析したものであり，結論

としてわが憲法は条約に優先L，民族自決権，国家平等権に基く自衛権を

有し，国連による措置の間に合わぬ場合に限り武力行使を許されると説い

ている。

27年5月号の「世界」には再び横田喜三郎の「行政協定をめぐる諸問題」
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が載せられている。これは安保条約中に規定された日本におけるアメロヵ

軍出動の三つの場合のうち，日本が協議に加わるのは内乱・騒じよう鎮圧

の場合のみであり，その他はアメロカが日本の同意なしに軍隊出動を行い

うると解釈されるのが自然であると述べてその問題性を指摘している。し

かし筆者は行政協定24条による日本区域内での敵対行為に関する日米協議

の規定を利点として認めている。けれども裁判権に関しては日本の場合は，

イギリ月もフィリピγの場合と兵り，私用中の軍人軍属の家族の犯罪に関

してまで米側が裁判権をもっという不名誉なものであるとして読者の注意

を喚起している。

28年11月号の「世界」には，「何が交渉を動かしたか－MSAをめぐ

る外圧と反応 」と題する西島芳二（朝日論説副主幹）外5名の記者の

座談会が載っているが，日米政治家の会談の度毎に警察予備隊・保安隊・

自衛隊が出来上り膨張して行く経過をたどり，経団連がこれと呼応して防

衛計画案を卒先作成したこと，政界の代表的見解としては，いま憲法改正

を国民に問うと否決されるおそれがあるので，自衛力漸増方式によるなし

くずし軍備が最も現実的であるという意見があるが，財界はこれと反対に，

はっきりした計画を作ってアメリカ援動を要求すべしという意見であり，

これはアメリカの意向を代表するものであると述べられている。

安保改定問題に関する論文は32年頃から頻繁に現れる様になるが， 32年

5月号の「中央公論」には高野雄一，入江啓四郎の2人の国際法から見た

安保改定問題の論議が載っている。高野のものは「国際法から見た改訂問

題」と題し，先ず国連による安全保障体制の特徴を三つ挙げ， 1. 国内秩

序と同様，国際秩序においても武力の個別的行使を不可とする， 2. 加盟

国の武力をもっぱら集団的に，組織的，統一的に用いることとした， 3.

国連軍を制度化したことがそれであると述べる。そして改訂の焦点として

は，国連中心主義により密接したものとする事を提案する。即ち現行条約

の1条，行政協定24条等により在日米軍が国連を隠れて行動しうるのは自

衛権に基く場合だけであり，それには「武力攻撃」の現存が必要条件であ



481 

る。「極東の平和維持」「日本区域における急迫した敵対行為の脅威Jだけ

では憲章上許されない。理事会の許可か総会の勧告かの下に公けの集団安

全保障の立場によってのみ許されよう。故にこの関係を逆用L，在日米軍

の行動・基地使用等を第1次的には総会（文は理事会〉の勧告において行

うという原則を条約中に織り込むべきであるとしている。入江の論文は

「まさに不平等条約の典型」と題して不平等条約の類型を後進国型，敗戦

国型，ソヴェイト系列型の三つに分け，日本は第2のものに相当するとす

る。安保条約の不平等個所としては，条約終了規定が実質上アメリカの拒

否権を含むこと，アメリカの日本防衛義務がないこと，間接侵略に米軍出

動を要請する可能性の示唆，極東の平和維持は日本の個別的・集団的自衛

権と関係ないこと，行政協定に違憲の疑いがあることなどが挙げられる。

そして改廃の目標としては，軍事区域や施設を廃止し，有事駐留とするこ

と，双務性の確保と日本側の憲法制約の了解を得べきこと，国連憲章第51

条に則ることと論じているのである。

同月同誌には「私はこう思う」と題した各界各土への7＇／ケートが載っ

ているが，それらはおおむね改定慎重論であり一層の研究を望むものであ

るが，その中で園田直のものは具体的提案をもつものとして注目される。

「廃棄を最終目標としているが」と題するこの小論は，問題点として， L

防衛計画の明確化が着手のはじまりであり， 2. アメリカの先棒をかつぎ

すぎてかえって日米離間のおそれがある， 3 世界史的に言えば防衛問題

は国連防衛方式に進んでいる， 4. 日本におけるアメ世カの勢力を追いの

けるわけではない， 5. 日本の特殊な立場をアメリカにも理解させねばな

らないと述べ，また改訂の具体的内容としては， L 日本の自国防衛は本

州・四国・九州・北海道に限る。朝鮮・台湾・中国には関与しない。太平

注諸島については共同防衛に当るが紛争介入をできるだけ避ける。 2. 1 

年半の期限附きで条約改訂の着手から終了に至る。この期間にアメリカ地

上軍を全部撤退させ，撤退完了が条約と協定の最終改訂時期とする。 3.

空海軍基地は現在の如き無制限な設置を排L，特定地域に限定する。それ
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に伴い日本の空海軍増強に従って米空海軍を撤退させる新しい過渡的条約

を作る。戦時は自動的に共同防衛を行う。 4. 内乱条項は内政干渉のおそ

れがあるので削除する。 5 日米合同の作戦委員会を設置する，と述べて

いる。「文芸春秋」にはこの問題について特に重要と思われる論文がない。

c. 憲法改正問題（含・再軍備論）

a項でふれたとおり25年12月の「世界」に裁せられた平和問題談話会研

究報告「三たび平和について」の第2章は，憲法並に再軍備問題に関する

論述である。「憲法の永久平和主義と日本の安全保障及び再武装の問題」

と題し，日本国憲法の永久平和主義は，一切の戦争を放棄し，また一切の

戦力即ち武器および戦闘員の組織を禁止すると述べる。しかし国家が国家

として存在を許される限り，自らの生存を守ることは当然の権利でなけれ

ばならない。従って憲法第9条はこの自衛権を否定するものではないが，

それは戦争の手段によって行われてはならないものであり，あらゆる精神

的，文化的，乃至政治的，法律的な方法で行われるべきものであるとする。

この点に関しては連合国も同じ見解であると思われると言い，憲法改正に

よる再軍備の可能性については，憲法自身の中に定めた改正手続による改

正には一定の限界があることに注意をせねばならない。即ち憲法の本質的

要素，日本国憲法に於いてはその永久平和主義，を否定する方向に改正す

ることは許きれないと考えられる。特に日本の現状から言っても，軍備復

活が圏内になお残存する封建的，軍国的侵笹精神を再燃させる結果となり，

得るところより失うところ大であろう。国連への協力は武力協力の義務を

課すものとされてはならず，精神的協力によって果されるべきであるとし，

結語として国連加盟諸国の軍備の漸次的撤廃（とくに原子力の国際管理〕

を希望し，日本が固有の軍隊をもつことには反対する。国際連合が二つの

世界聞の権力政治の闘争場であることなく，ーなる世界を，しかも平和的

手段によって実現するための舞台たることを願うとしている。

26年中の論文では3月号「中央公論」の松崎貞治による「憲法と自衛」，
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10月号「世界」の勝間田清ーによる「四原則の重要性は依然として変らぬ」，

10月号「文芸春秋」の伊藤正徳による「敢て日本新軍備を提案す」が興味

がある。松崎のものは特集「日本の運命的課題」の中のーであるが，佐々

木惣一博士の自衛戦争容認論は，純粋に法理解釈上の見解に限られている。

憲法上許されるといってそれだけで実行してよいというものではなく，わ

が国の国際的，圏内的条件に照して適当か否かを慎重に考慮すべき問題で

あることは博士自身強調している，と読者の認識を要求している。筆者自

身は自衛権は認めるが，無軍備で国速にたよるべしとしている。勝間田の

論文は，憲法を守らんとする者が不屈者であるかの如き社会的錯覚・魔術

・強制が常識・良識に代らんとするを指摘し，日本社会党の一員として社

会主義インターとの提携を主張する。伊藤のものは前2者と異り，再軍備

の主張であるが，兵力量の具体案とLて常備陸軍13個師団10万人，海軍25

万ト y，空軍1,500機を統倍する国防省の新設を提案する。およそ自主独

立国に独自の軍隊が必要とされることは子供にもわかる明白事であるとい

うのがその原理であるが， 3軍とも専ら防禦軍としての役割を果すベL,

とするものである。

27年4月の「世界」には恒藤恭の「憲法と新しい道徳規準」， 5月の同

誌には宮沢俊義の「憲法改正と再軍備」，田畑忍の「自衛と戦力の問題点」，

及び各界有名人28氏の回答による「『再武装1に関する意見・批判・希望」

があり， 6月の同誌には税飼信成の「憲法改正の限界」， 7月の同誌には

山川均の「非武装中立は不可能力リが載せられている。恒藤論文は憲法第

1条の，天皇が「日本国民統合の象徴」であるとする規定を取上げ，それ

は統合の原理または基礎をなすものであるとの規定ではなく，ただ統合の

象徴であるとするものである。天皇は道徳的中心ではなく，日本国民は

「臣民」ではなく「国民」である。法および道徳の根底は，個人が自己の

内奥から発する要求に基いて真に自発的に肯定しうる様な理念でなければ

ならぬと筆者は論じている。宮沢の論文は幣原内閣の憲法制定当時の問題

点として最大の不満は，天皇に関する規定であったとする。東京大学の憲
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法改正研究委員会では国民議会による審議をせよとの意見もあったという

事実を指摘し，いま改正するよりもこの問題は日本国民の聞でもっと採ま

れる必要があるとしている。田畑の論文は，憲法は国民が研や棒をもって

外国軍と戦うことも認めないとし，自衛権の行使も戦力的手段以外の政治

的・外交的手段によるべき事としている。文ダレスの言によればアメリカ

は日本に再軍備を期待はするが強要したことはない，然るに奇妙にも日本

には軍備強要の誤解があるという程であると両国間の理解の一層の必要を

説いている。 28民のアンケートの中では谷川徹三，野坂参三，有国八郎，

田辺元の回答が注目される。谷川は米ソ両国，資本主義と社会＝共産主義

体制の国々が平和共存しうることを信じ，再武装に反対している。野坂は

これに反し，軍隊のない独立国はない。侵略戦争に対する防衛戦争を認め

よと述べている。有国は防衛力漸増を認め，間接侵略に対する防衛力と解

すべきことを提唱する。これは吉田総理や大橋国務相の国会答弁からも裏

書きされているが，事実から見ると直接侵略に対する再軍備と見えると注

意している。田辺元は，再軍備に賛成ではないが反対とも言えぬのが我々

の苦しき立場であると述べ，そこで一見理想反する方策を醤く採用して時

還を待ち，一時的には反対の途を歩みながら終局的には理想の実理に一歩

を近附け，或は少くともその障碍を除くことに努力するというのが我々の

進路ではないかと問う。即ち具体的にはむしろ一時的再武装をなL，一方

の陣営に附くが，その使用を防衛の目的に制限し，其の間に実力を養って，

徐々に双方の聞の調停を策すべきであろうとするものである。

6月号の鵜飼論文は，あたかも明治憲法において天皇の地位が不可侵と

された如し新憲法においては国民の地位が「侵すことの出来ない永久の

権利」を与えられて居ることは97条に規定された通りであり，この原理は

憲法改正権の限界外である。憲法の本質的諸原理は改正することを許され

ない。それは新憲法においては国民主権主義，永久平和主義，基本的人権

尊重主義であると論じている。 7月号山川論文は，日ソ中立条約を「ホゴ

カゴ」に投げこんだソ連の行為は，たしかに不信の行為にちがいない。し



485 

かしアメリカは領土の贈物を約束してまでもソ連の不信の行為を決意させ

たほど，それほど両国の利害は一致していたのであった。ソ連の勢力を極

東に導入したのは他ならぬアメリカではなかったかと問い，ただ日本にそ

の意志さえあれば，明日といわず今日からでも実行の出来る中立堅持とは，

米ソいづれの利害によっても支配されない独自の，したがって中立的な対

外政策を動揺なく追求することであると説いている。

28年10月号「世界」には，中野好夫，宮沢俊義，鵜飼信成による座談会

「憲法を守るとはどんなことか」がある。先ず憲法全体の解釈原理につい

て，宮沢は常識としては法律の言菜だけにとらわれず，全体の精神との関

連において解釈するという原理，文字的，文法的解釈でなく，目的論的解

釈を行うべきこと，鵜飼も憲法そのものの精神に立つ正しい解釈が問題で

あり，憲法制定権者たる国民の考え方はどうかが根本であるとの立場に立

つ。前文の解釈については，鶏飼は憲法3原則のうち，自由と平和が主で

あり，国民主権はその目的のための手段であるとするに対し，宮沢は憲法

をつくる力は国民にあるという意味の国民主権が主たるものであり，自由

と平和とはこの国民主権のためのものであるとし，基本的人権の尊重は国

民主権に当然合意されるとする。改正の限界については，宮沢は国民主権

の原理が論理的に含意しているとは考えない。第9条そのものが改正を許

さぬものではない。しかし現在における政治的効果を考えれば，この議論

は出したくない，と言うのに対L，鵜飼は第9条の原理は侵略戦争の放棄

だけではない。戦力を完全に放棄し，交戦権を持たぬことこそ平和憲法の

精神である。 9条全体が改正を許さないとする。宮沢は，現在具体性のあ

る問題だけを取上げて言えば， 9条の部分的改正は不可能ではない。但し

侵略戦争が出来るような改正は不可能であるとするが，鵜飼と共に侵略戦

争の性格規定のあいまいきが問題であると述べている。憲法を守るという

ことについて中野は，第9条をも含めて基本的原則を改正せずに守るべし

と言い，宮沢は「守る」という場合は適法な改正を行うことも含まれるわ

けだが， 「実際問題として憲法をいじるとなるとそれに便乗して重大なと
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ころを動かすという危険があるから，この際は細いところは 我慢」す

べしと言う。鵜飼も政策問題としては改正に手をつけぬ方がよいと言う。

そして中野・宮沢は，改正は法的には可能であっても国民の意志として守

るのでなければ無意味であると結んでいる。

d. 民主主義擁護論

26年度の「世界」からは三つの論文を紹介したい。第1に4月号の宮沢

俊義による「民主制の世界観一一相対主義についてJ，第2に10月号の北

村徳太郎による「独裁的秘密外交の責任を問う」，第3に11月号戒能通孝

の「恐怖と治安」がそれである。宮沢の論文は，総督ピラトが人民多数の

声に聞いた結果，救世主イエスを十字架につけ，強盗パラパを助けざるを

得なかったという聖書の記録からして，民主主義も愚劣なものたりうると

いうケルゼyの言を引く。絶対的真理および絶対的価値を知りうるという

信仰は，形而上学的世界観，とりわけ神秘的・宗教的世界観の前提を形づ

くる。これに反し人間の認識にとっては相対的真理・相対的価値のみが到

達しうるものであるという考え方は，批判主義と実証主義の世界観に導く。

前者に照応するものが独裁的態度であり，後者が民主的態度である。ラア

トプノレγフによれば相対主義は理論理性に属するものであって実践理性に

属するものではない。それは最終的な態度を科学的に理由づけることの棄

権を意味するが，態度そのものを棄権することを意味しない。「相対主義

は普適的な寛容である。ただし不寛容に対する場合をのぞいては。」 この

故に彼がナチ的独裁制に対してつよい挑戦的態度をとったのはきわめて自

然である，と筆者は言う。近代民主制においては，神々も相対化されねば

ならない。絶対的な権威をもって人聞を支配しようとし，異端を排除しよ

うとする神が，完全に追放されてしまうまで，すなわちすべての神という

神が相対化されてしまうまでは，民主制は完成したということはできない，

と筆者は説くのである。その信念や確信を相対化し，相対主義的世界観を

受け入れることを肯んじない人は，決して民主制の友となることが出来な
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い，と筆者は結んでいる。北村の論文は講和の寛大さを喜びながらも，政

府がやたらに甘い党略的宣伝に努め，正当なる与論の喚起に力を尽さず，

民主主義の国会を無視しながら民主主義の名に於て独裁的に事を処理した

ことが，この講和に於て大失敗であったと指摘し，厳重に警告している。

戒能はその論文の中で，不幸にして過去20年間の日本の政情は，恐怖から

の自由という最も主要な民主主義的原則を，しばしば逸脱しすぎていたの

であり，われわれにとってこのような恐怖の観念はもう本質的なものとな

り，今夏取去ることが何か淋しくなる程に奇妙な状態に陥ったのが，ある

いは日本の現状ではあるまいかと聞い，しかし日本のどの政治家も日本を

朝鮮と同様に戦場化することを希望する者はないであろう。だとすれば講

和・安保条約への賛否を問わず， 「ソ連が来たら殺されるとか殺してやる

とかいうような脅迫に熱中することではないこ」， せめて可能な領域で恐

怖の除去に努めること，そのためには民主的憲法に実効をもたせるべく，

公正にして顔や「かけひき」の支配をうけぬ政治的討論の自由を容認し，

それを押し進めてのみ何らかの寄与を果しうる可能性を開くよう努める義

務を負担しているはずであると論じている。

27年度の「世界」には， 1月号に矢内原忠雄の「民族の価値と平和の価

値」，遠山茂樹の「反動化を楽観する」があり， 2月号に谷川徹三の「今日

の危機的意識についてj, 6月号に滝川幸辰の「言論・思想・学問の自由J

が民主主義の問題の論述として注意をうながすと思われる。矢内原の論文

は国際的緊張の実態と原因とを冷静な科学的分析に附する事の必要性を説

く。一般的に政治的ゼスチユアや感情的な興奮がありすぎて，客観的な科

学的研究の不足であることが今日の平和論議の特色である。安保条約は

米軍の無期限の駐屯を規定して，日本の完全な民族的独立をさまたげてい

る。日本は再軍備をして再び軍国主義に帰る危険を犯すべきでない。真空

説は想像説で、あって格別の根拠がない。日本国民が自ら分裂して外国軍を

誘導するすきを作らぬ限り，容易に新たな外国軍の進駐を見ることはない

であろう。民族の独立は尊い。しかし平和国家の理想は更に貴いのである，
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と論じている。遠山の論文は近来新聞紙上にもよく見られる，国民統合の

象徴たる天皇が再軍備の象徴に具体化されようとしている如き反動化の傾

向は，もっと「意地悪〈，大人気なく」「皮肉」に見るべしと言い，講和

後の反動化は必歪であるが自分は前途を楽観する。歴史の進展・対立の激

化は，諸々の相対的対立を激化させて基本的約定を顕在化する。それはま

た反動を紛砕する勝利の方向を明確化することである，と言い，歴史家は

いつでも楽観主義者であると結んでいる。谷Jllは現在の世界における平和

の方式に6方式あるとし，条約システム，国連システム，精神運動システ

ム，ソ連シア、テム，アメリカシステム，世界政府システムを挙げ，世界政

府γステムを他に優るものとする。大人の中にも小児がいる様に，文明人

の中にも野蛮人が時あって限を覚す。しかし文明人は文明人であれ野蛮

人は野蛮人て、ある。知性の立場は政治に対しても大きな意味をもっている

筈である。 クエーカーの人達が語っている様に，「グレムリ yの一掴みの

人々」を王手詰めにすることに心を奪われて，その真の敵が議餓と窮乏と

機会の欠如とにある幾百千万の人類のことを忘れるの愚を犯しではならぬ。

世界政府の理想もまたデモクラシーの原理の上に立ち，労働問題，植民地

問題，人種問題の三つの社会的正義からする解決を当面の目標とすべきで

ある。世界政府が世界をーっとし，世界全体に今日の閏内法によると同様

な性質の法的秩序のできることが，人類当面の理想であり，歴史もまた明

かにその方向に進んでいることを信じる，と筆者は述べている。滝川の論

文は， 1950年になって講和条約の締結近しの戸が聞え出すと民主主義化の

傾向は「ぴったりと」止ってしまい，社会状勢は戦前に逆戻りしだしたと

指摘し，国民が再軍備のために憲法改正に承認を与えるようでは日本の前

途は暗闇である。現在思想的に最もあぶないのは，再軍備のために憲法改

正をせよという論者であると述べている。

3. 一般世論調査

a. 講和
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毎日新聞による， 24年11月17日より19日迄に行われた，東京及び大阪に

おける調査によれば，①来るべき講和について，不参加国があっても早期

講和がよいとするものが全体の49.2%で，おくれても全面講和を望む者の

33.8%を越えている。②将来の日本の安全を守る方法については，アメリ

カにたよるとする者20.5%，永世中立48.9%，集団保障14.0%，わからな

い14.8%となっている。③講和会議に望む内閣は，今のまま， 26.7%，挙

国一致内閣17.5%，総選挙による32.5%，わからない15.9%である。

講和条約締結後の26年9月20日の朝日新聞に裁った全国調査では，①講

和後の感想としては，明るい気持41%，ほっとしたが喜んでばかりは居ら

れぬ23%，わからない21%,R講和条約について満足な点は，寛大な条約

13%，特に33%，わからない30%，特に不満な点、は，領土11%，特になし

36%，わからない25%，③自衛軍の賛否は，賛成71%，反対16%，わから

ない13%となっている。

b. 日本の安全保障（含・予備隊・自衛隊・再軍備・憲法）

26年3月の再軍備と軍事基地問題（含・憲法）に関する，読売新聞の調

査によれば，①国防軍の存在に賛成の者1147.3%，反対23.6%，わからな

い29.1%，賛成は職業別には給料生活者，産業労働者，商工業者に多く，

性別には男が多〈，年齢別には40歳台が多く，教育程度別には高専卒が多

い。②賛成と答えた理由は，自衛のためが40.9%で最大。③賛成の人は憲

法について，賛成が68.4%。③志願兵か徴兵かについては，志願兵が49.0

%，徴兵10.5%，志・徴両方16.1%，わからないが24.1%。③講和後の米

軍駐留は，当分希望するが45.2%，ただ希望するが18.5%となっている。

2ヶ月後即ち5月の新聞世論調査連盟による全国調査によれば， 3,000人

のうち，講和後軍備を復活することに，賛成の者45.2%，反対35%，わか

らない19.8%である。

翌27年4月の，わが国の治安と自衛力に関する新聞世論調査連盟による

全国調査によれば， 3,000人のうち，警察予備隊・海上警備隊増強の賛否
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は，賛成52.3%，反対22.9%，わからない24.8%。再軍備のための憲法改

正賛否については，賛成42.5%，反対27.7%，わからない29.8%であり，

賛成は年令別には40歳台，関歳台が多〈，反対は30歳台， 20歳台に多い。

2年後の29年7月の読売新聞の全国調査によれば，自衛隊発足に伴って

憲法改正をした方がよいとする者38%，悪いとする者30%，わからない32

%であって， 2年前と較べて改憲反対が多くなっていることは注目に価す

る。

c. 日米安全保障条約

26年9月に行われた日米安保条約をめぐる，毎日新聞の世論調査につい

て述べれば，①条約に対して賛成の者79.9%，反対6.8%，わからない

10.4%。②共産主義の侵略は，少くなる46.5%，変らない17.8%，多くな

る13.3%，わからない10.4%。③日米安保条約は将来我国の自衛力確立ま

で続くが再軍備については，経済再建設に行う51.4%，速かに行う24.9%。

④徴兵iliUか志願制かについては，志願制69.2%，徴兵制18.5%。⑤講和条

約調印に当つての国会解散については， 批准後解散が34.3%, 無解散が

27.0%となっている。

d. MSA 

28年8月に行われた，読売新聞による，朝鮮休戦・MSA援助・政局に

関する調査によれば，①日米 MSA援助協定を知っているかという問に

対L，知っている58.7%，知らない41.3%。② MSA防衛力増強援を受

けた方がよいかという閑には，よい32.4%，よくない21.6%，どちらとも

言えぬ22.7%，わからない23.3%。その中，ょいとする理由は防衛力増強

が27.6%で最大，日本経済向上が14.0%でこれに次ぐ。よくないとする理

由はアメリカへの従属が23.8%で最大，再軍備になるが15.3%でこれに次

ぐ。③援助を受けた方がよいと答えた者のみについて， MSA援助の条件

として将来共同防衛参加の義務があるがこれを負うべきかという聞に対L,
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負うべきである， 36.0%，べからず21.6%，やむを得ず37.1%。③現在の

日本防衛の方法については，現在の保安隊によるが35.1%，わからないが

2日.8%。MSAによる保安隊強化が19.2%，憲法を改正し軍隊を設置する

が17.1%，無防備が7.8%となっている。

e. 岸訪米

32年6月27日に行われた，世論科学所載の，岸首相訪米成果に関する調

査結果によれば，①岸・ 7イク会談を含めて訪米成果に何点をつけるか

(10点満点として〕との聞に対する答は，平均6.5点となっている。②岸

さんのアメリカにおける態度については，普通54.8%，立派であった，

31.1%，卑屈であった7.9%。③駐日地上軍近日撤退について，よかった

66.3%，まだ早い15.9%，わからない10.4%。④岸首相は対外的には何を

やるべきかとの聞に対L，東南アジア外交推進， 43.2%，中立外交28.6%,

共産圏にもっと接触せよ14.8%，対米協調外交14.5%。③政党支持では自

民党43.5%，社会党， 29.8%，支持なし20.7%となっている。
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Japanese Debates on National Security 

Makoto Takagi 

Though the ideal of peace came to reign over the Japanese 

smce the ne、vConstitution, its realizat10n appeared increasing-
ly difficult, as the cold war got under way Discuss10ns on 

diplomacy and defense reqmred high degree of sophistication. 

The intellectuals, su旺ermgfrom their war time mability, 

were especially eager for peace. However, they were driven 

mto quarrels on how to appreciate communism and cold war, 

when the treaty of peace came m sight. The one argued for 

peace with all and the other for peace with as many nations 

as possible. This division made the Socialist Party fall out 

into two. 

As to the problems of national security there was the differ 

ence between those who sought 1t under the wmgs of the United 

States and those for neutralism without arms Only a few 

argued for nat10nal selfdefence. The conservative government 

of Premier Yoshida shunned the rearmament at this stage 

Peace Treaty m San Francisco was well received by the 

people, but Japan Umted States Security Pact born at the same 

time caused troubles and grievances There emerged a growmg 

desire on the part of conservatives to rearm Japan in order to 

make her truly autonomous. The barrier was the Constitut10n. 

As the revision of the constitution sought after implied the 

regression into pre war situations, resistance was at once vocal 

in the camp of progressives, and this road to rearmament was 

eventually blocked by the increase of Socialists in the Diet 

Meanwhile substancial rearmament was going on without the 

sanct10n of the conshtut10n. 
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All seemed to agree with the revision of the Security Pact. 

However, when Premier Kishi took 1t up, the thaw seemed to 

come upon the cold war, and the react10nary‘show-down’ 
attitudes of the premier cast doubts on his mtention of revision. 

Neutralism with more regular relations with the mainland 

China was now strongly asserted as the positive alternative 

Due to its myopia the Japanese government failed in developing 

the nat10n-wide dialogue. 

After the new pact had been forced through the Diet, one 

could not but feel that Japan was now tied to the American 

global military system tighter than ever Without vis10n, it 

seemed to all, she could not make the breakthrough. 


